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税務訴訟資料 第２７１号－２９（順号１３５３１） 

東京地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（品川税務署長） 

令和３年２月２６日却下・棄却・控訴 

判    決 

原告           株式会社Ａ 

同代表者代表取締役    甲 

同訴訟代理人弁護士    河野 良介 

同            若林 元伸 

同            石津 真二 

同            山本 大輔 

同訴訟復代理人弁護士   後岡 伸哉 

被告           国 

同代表者法務大臣     上川 陽子 

処分行政庁        品川税務署長 

真壁 正利 

被告指定代理人      別紙１指定代理人目録のとおり 

主    文 

１ 本件訴えのうち、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで、同年４月１日から平成

２７年３月３１日まで及び同年４月１日から平成２８年３月３１日までの各連結事業年度に係る

法人税額等の更正処分に伴う連結利益積立金額等のお知らせのうち、連結親法人原告に係る部分

の取消しを求める部分をいずれも却下する。 

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１（１）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２４年４月１日から

平成２５年３月３１日までの事業年度（以下「平成２５年３月期」という。）に係る法人

税額等の更正処分（以下「平成２５年３月期更正処分」という。）のうち、所得金額２０

億９１２９万２０６３円を超える部分及び翌期へ繰り越す欠損金額７１億５４１６万９３

１２円を下回る部分を取り消す。 

（２）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２４年４月１日から

平成２５年３月３１日までの課税事業年度（以下「平成２５年３月課税事業年度」とい

う。）に係る復興特別法人税額等の更正処分（以下「平成２５年３月課税事業年度復興税

更正処分」という。）のうち、基準法人税額５億３３２７万９４６０円を超える部分を取

り消す。 
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２（１）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２５年４月１日から

平成２６年３月３１日までの連結事業年度（以下「平成２６年３月連結期」という。）に

係る法人税額等の更正処分（以下「平成２６年３月連結期更正処分」という。）のうち、

連結所得金額４１億１６００万９３７０円、納付すべき税額２億９６０３万２２００円を

超える部分、及び当該部分に相当する過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

（２）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２５年４月１日から

平成２６年３月３１日までの課税事業年度（以下「平成２６年３月課税事業年度」とい

う。）に係る復興特別法人税額等の更正処分（以下「平成２６年３月課税事業年度復興税

更正処分」という。）のうち、納付すべき税額３１１２万６６００円を超える部分、及び

当該部分に相当する過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

（３）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２６年３月連結期に

係る法人税額等の更正処分に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（以下「平成２６年３月

連結期に係る通知」という。）のうち、連結親法人原告に係る部分を取り消す。 

３（１）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２６年４月１日から

平成２７年３月３１日までの連結事業年度（以下「平成２７年３月連結期」という。）に

係る法人税額等の更正処分（以下「平成２７年３月連結期更正処分」という。）のうち、

連結所得金額９０億７７１３万９８５２円、納付すべき税額３億８０９８万６７００円を

超える部分、及び当該部分に相当する過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

（２）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２７年３月連結期に

係る法人税額等の更正処分に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（以下「平成２７年３月

連結期に係る通知」という。）のうち、連結親法人原告に係る部分を取り消す。 

４（１）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２７年４月１日から

平成２８年３月３１日までの連結事業年度（以下「平成２８年３月連結期」という。）に

係る法人税額等の更正処分（以下「平成２８年３月連結期更正処分」という。）のうち、

連結所得金額６９億１３８７万１８４４円、納付すべき税額７億１５２０万８５００円を

超える部分、及び当該部分に相当する過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

（２）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２７年４月１日から

平成２８年３月３１日までの課税事業年度（以下「平成２８年３月課税事業年度」とい

う。）に係る地方法人税額等の更正処分（以下「平成２８年３月課税事業年度地方法人税

更正処分」という。）のうち、納付すべき税額７１２１万３４００円を超える部分、及び

当該部分に相当する過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

（３）品川税務署長が、平成２９年１２月１５日付けでした、原告の平成２８年３月連結期に

係る法人税額等の更正処分に伴う連結利益積立金額等のお知らせ（以下「平成２８年３月

連結期に係る通知」という。）のうち、連結親法人原告に係る部分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

本件に関係する法令の定めは、別紙２関係法令の定めのとおりであり、同別紙における略語

は、本文においても用いることがある。 

１ 本件は、内国法人かつ連結法人（平成２６年３月連結期以降）である原告が、平成２５年３

月期、平成２６年３月連結期、平成２７年３月連結期及び平成２８年３月連結期（以下「本

件各事業年度」という。）に係る法人税、平成２５年３月課税事業年度及び平成２６年３月
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課税事業年度に係る復興特別法人税、平成２８年３月課税事業年度に係る地方法人税（以下、

法人税、復興特別法人税及び地方法人税を併せて「法人税等」といい、本件各事業年度に係

る法人税、平成２５年３月課税事業年度及び平成２６年３月課税事業年度に係る復興特別法

人税、平成２８年３月課税事業年度に係る地方法人税を併せて「本件法人税等」という。）

の確定申告をしたところ、処分行政庁から、香港に設立された原告の子会社であるＢ（以下

「Ｂ社」という。）及びＣ（以下「Ｃ社」といい、Ｂ社と併せて「本件各香港子会社」とい

う。）の課税対象金額又は個別課税対象金額（措置法６６条の６第１項、措置法６８条の９

０第１項参照）が、原告の本件各事業年度の所得金額の計算上益金の額に算入されるなどと

して、本件法人税等に係る更正処分（以下「本件各更正処分」という。）及び過少申告加算

税賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」といい、本件各更正処分と併せて「本件更正

処分等」という。）を受けたことから、処分行政庁の所属する被告を相手として、本件更正

処分等のうち原告が主張する金額を超える部分の取消しを求めるとともに（以下「本件更正

処分等に係る取消請求」という。）、処分行政庁が本件各更正処分に伴ってした平成２６年

３月連結期に係る通知、平成２７年３月連結期に係る通知及び平成２８年３月連結期に係る

通知（以下「本件各通知」という。）のうち連結親法人原告に係る部分の取消しを求める事

案である（以下「本件各通知に係る取消請求」という。）。 

上記各請求のうち、本件各通知に係る取消請求につき、原告は、本件各通知が取消訴訟

の対象となる行政処分に当たる（争点１）と主張している。また、本件更正処分等に係る

取消請求については、本件各香港子会社が、原告の特定外国子会社等に当たり、かつ、本

件各事業年度に対応する各事業年度において適用対象金額を有しており、原告が措置法６

６条の６第１項及び措置法６８条の９０第１項の要件を満たすことについて、当事者間に

争いはないところ、原告は主位的に、本件各香港子会社の主たる事業は「著作権の提供」

（措置法６６条の６第３項、措置法６８条の９０第３項）以外のものに該当することから、

本件適用除外要件を満たすとともに（争点２）、本件法人税等の確定申告書に適用除外記

載書面を添付していないことを理由として、本件各適用除外規定の適用を受けられないと

はいえず（争点３）、又は、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付してい

ないことにより本件各適用除外規定の適用を受けられない旨の被告の主張は、違法な理由

の差し替えであって許されないことから（争点４）、本件各香港子会社について本件各適

用除外規定が適用される旨主張し、予備的に、仮に、本件各香港子会社について措置法６

６条の６第１項及び措置法６８条の９０第１項が適用されるとしても、本件各香港子会社

が納付した外国法人税の額について、外国税額控除が適用される旨主張して（争点５）、

本件更正処分等は違法であると主張している。 

２ 前提事実 

次の各事実は、当事者間に争いがないか、掲記の各証拠及び弁論の全趣旨により、容易に認

められる。 

（１）原告について 

ア 原告は、ソーシャル・コミュニケーション・ギフト事業、テーマパーク事業等の事業

を営む株式会社であり、「Ｄ」を始めとする自社キャラクターを使用した商品の企画・

販売、著作権の許諾・管理等を行っている（乙１０～１３）。 

イ 原告は、平成２４年１２月１８日、法人税法４条の３第１項の規定に基づき、平成２
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６年３月連結期を最初の連結事業年度とする連結納税の承認の申請書を国税庁長官に提

出し、平成２５年４月１日、その承認があったものとみなされた（乙１４）。 

（２）本件各香港子会社について 

ア Ｂ社について 

（ア）Ｂ社の本店所在地 

Ｂ社の本店所在地は平成２４年１月１日から同年１２月３１日まで、平成２５年１月

１日から同年１２月３１日まで、平成２６年１月１日から同年１２月３１日まで、平成

２７年１月１日から同年１２月３１日までの各事業年度（以下、順に「Ｂ社平成２４年

１２月期」ないし「Ｂ社平成２７年１２月期」といい、これらを併せて「本件Ｂ社各事

業年度」という。）のいずれの事業年度においても香港である。 

（イ）原告のＢ社に対する出資状況 

原告は、本件Ｂ社各事業年度を通じ、原告の１００パーセント子会社であるＥを介し

て、Ｂ社の発行済株式の９５パーセントを保有している。 

イ Ｃ社について 

（ア）Ｃ社の本店所在地 

Ｃ社の本店所在地は、Ｃ社が設立された平成２４年３月●日から同年１２月３１日ま

で、平成２５年１月１日から同年１２月３１日、平成２６年１月１日から同年１２月３

１日、平成２７年１月１日から同年１２月３１日までの各事業年度（以下、順に「Ｃ社

平成２４年１２月期」ないし「Ｃ社平成２７年１２月期」といい、これらを併せて「本

件Ｃ社各事業年度」という。）のいずれの事業年度においても香港である。 

（イ）原告のＣ社に対する出資状況 

原告は、本件Ｃ社各事業年度を通じ、原告の１００パーセント子会社であるＦを介し

て、Ｃ社の発行済株式の１００パーセントを保有している。 

（３）本件に係る課税の経緯 

ア 原告は、平成２５年６月２８日から平成２８年８月１日までの間、別表１～３記載の

とおり、処分行政庁に対し、本件法人税等の確定申告（連結確定申告を含む。以下同

じ。）又は修正申告をした。 

原告は、本件法人税等の確定申告書（連結確定申告を含む。以下同じ。）に、適用除外

記載書面を添付しなかった。 

イ（ア）処分行政庁は、平成２９年１２月１５日、別表１～３記載のとおり、本件更正処

分等をした。 

（イ）処分行政庁は、同日、原告に対し、本件各通知をした。 

本件各通知には、①平成２６年３月連結期更正処分及び平成２６年３月課税事業年

度復興税更正処分、②平成２７年３月連結期更正処分、③平成２８年３月連結期更正

処分及び平成２８年３月課税事業年度地方法人税更正処分によって認められることと

なった税額計算上のその連結事業年度の翌期首現在連結利益積立金額、各連結法人の

翌期首現在連結個別利益積立金額及び当期個別所得金額又は個別欠損金額等が記載さ

れている（甲１の５、１の７、１の１０）。 

ウ 原告は、平成３０年３月１３日、処分行政庁に対し、本件更正処分等の一部取消しを

求めて再調査の請求をした。これに対し、処分行政庁は、同年６月６日、上記再調査の
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請求をいずれも棄却する旨の決定をした。 

原告は、同年７月９日、国税不服審判所長に対し、本件更正処分等の一部取消しを求め

て審査請求をした。これに対し、国税不服審判所長は、令和元年６月２０日、上記審査

請求をいずれも棄却する旨の裁決をした。 

エ 原告は、令和元年６月１１日、本件訴訟を提起した。 

３ 被告が主張する本件更正処分等に係る税額等 

被告が主張する本件更正処分等に係る税額の算出根拠等は、別紙３被告主張額の根拠等記載

のとおりである（同別紙における略語は、本文においても用いることがある。）。なお、本件

において、Ｂ社の本件Ｂ社各事業年度の租税負担割合は別表７－１、Ｃ社の本件Ｃ社各事業年

度の租税負担割合は別表７－２のとおりで、いずれも２０パーセントを超えておらず、本件各

香港子会社が原告の特定外国子会社等に当たること、本件各香港子会社が本件各事業年度に対

応する各事業年度において適用対象金額を有することについては、当事者間に争いがない。 

４ 争点 

（１）本件各通知は行政処分であるか（本案前の争点）（争点１） 

（２）本件各香港子会社の主たる事業が「著作権の提供」に該当し、本件適用除外要件を満たさ

ないか（原告の主位的主張に関するもの）（争点２） 

（３）原告は、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していなくても、本件各適

用除外規定の適用を受けられるか（原告の主位的主張に関するもの）（争点３） 

（４）本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していない旨の被告の主張は違法な

理由の差し替えであって許されないか（原告の主位的主張に関するもの）（争点４） 

（５）本件各香港子会社について措置法６６条の６第１項及び措置法６８条の９０第１項が適用

されるとして、本件各香港子会社が納付した外国法人税の額について、外国税額控除が適用

されるか（原告の予備的主張に関するもの）（争点５） 

第３ 争点に係る当事者の主張 

１ 争点１（本件各通知は行政処分であるか）について 

（原告の主張） 

本件各通知は、行政事件訴訟法（以下「行訴法」という。）３条２項にいう「行政庁の処分

その他公権力の行使に当たる行為」に該当する。 

（被告の主張） 

本件各通知は、平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年３月連結期更正処分に

より異動した後の原告の翌期首現在の「連結利益積立金額」（法人税法２条１８号の２）、

各連結法人の翌期首現在の「連結個別利益積立金額」（同条１８号の３）及び当期の「個

別所得金額」又は「個別欠損金額」（同法８１条の１８第１項）等を連絡するためのもの

で、各直後の連結事業年度において、原告が申告書を作成するに当たって参照すべき情報

提供を行っているものにすぎず、更正（通則法２４条）や決定（通則法２５条）のように

法律上の行為として定められたものではなく、原告の法人税の課税標準や税額を確定する

効果を有するものではないし、翌連結事業年度の法人税の課税標準や税額を拘束するよう

なものでもない（なお、本件各通知は、平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年

３月連結期更正処分が取り消されればその意味を失うものである。）。 

したがって、本件各通知は、原告について、何らかの権利義務を形成し、又はその範囲



6 

を確定する効果を生じさせるものではなく、行訴法３条２項にいう「行政庁の処分その他

公権力の行使に当たる行為」に該当しない。 

２ 争点２（本件各香港子会社の主たる事業が「著作権の提供」に該当し、本件適用除外要件を

満たさないか）について 

（被告の主張） 

（１）事業基準における「著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。）の

提供」とは、著作権法上の著作権並びに出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものに位

置づけられる各種権利について、譲渡、貸与、使用許諾等をすることにより、他人の用に供

すること、他人が利用できる状態にすることをいうと解するのが相当である。 

（２）原告の有価証券報告書には、本件各香港子会社の主な事業として、商品の企画販売のほか

「著作権の許諾・管理」との記載がされ、本件各香港子会社の商業登記には、「業務性質」

に係る記載として、「ＬＩＣＥＮＳＩＮＧ ＡＮＤ ＴＲＡＤＩＮＧ」（権利許諾及び販

売）あるいは「ＣＨＡＲＡＣＴＥＲ ＬＩＣＥＮＳＥ ＢＵＳＩＮＥＳＳ」（キャラクター

利用権事業）との記載がされている。本件各香港子会社は、原告又は原告が発行済株式の総

数の１００パーセントを間接保有する、グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国に

所在する法人であるＧ（以下「Ｇ社」という。）との間でマスターライセンス契約を締結し、

原告又はＧ社から許諾された地域において、Ｈキャラクター及び「Ｉ」（以下「Ｉキャラク

ター」といい、Ｈキャラクターと併せて「Ｈキャラクター等」という。）のサブライセンサ

ーとしての地位に基づき、ライセンス契約の締結・管理等を行うライセンス事業を行ってい

る。また、本件各香港子会社からＨキャラクター等の利用権を再許諾されたサブライセンシ

ーは、当該Ｈキャラクター等を使用した商品の販売等を行い、これにより売上げ等の収入を

得ているところ、本件各香港子会社は、本件各香港子会社とその顧客との間のサブライセン

ス契約（以下「本件各サブライセンス契約」という。）に基づき、当該収入に対して一定の

料率を乗じるなどした金額をサブライセンシーから得るとともに、同金額を「ロイヤルティ

収入」、「ロイヤルティ収入Ｊ」及び「ロイヤルティ収入Ｉ」として収入に計上している。 

このように、本件各香港子会社は、原告又はＧ社と本件各香港子会社との間のライセン

ス契約（以下「本件各ライセンス契約」という。）に基づき、原告又はＧ社から許諾され

た地域において、Ｈキャラクター等のサブライセンサーとしての地位に基づいてライセン

ス契約の締結・管理等の事業を行っており、かかる事業は、具体的には、本件各サブライ

センス契約に基づき、サブライセンシーに対しＨキャラクター等の利用権を再許諾し、

「ロイヤルティ収入」、「ロイヤルティ収入Ｊ」及び「ロイヤルティ収入Ｉ」を得るとい

うものである。これらのロイヤルティ収入には、契約上、①サブライセンシーがＨキャラ

クター等を使用した製品を製造・販売し、販売数量に応じて、その販売価格に料率を乗じ

て計算されるもの、②サブライセンシーが開催するイベント等でＨキャラクター等を使用

することに対するもの、③サブライセンシーが装飾等にＨキャラクター等を使用すること

に対するものがあるところ、いずれもＨキャラクター等の利用権に係る対価である。また、

本件各香港子会社がサブライセンシーに再許諾するＨキャラクター等の利用権は、本件各

ライセンス契約に基づき、原告から利用することを許諾されたものであり、その許諾され

た範囲内で本件各香港子会社が第三者に再許諾することを許されたものである。 

このように、本件各香港子会社は、本件各ライセンス契約に基づき、原告又はＧ社が有
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するＨキャラクター等の著作権の利用許諾を受け、本件各サブライセンス契約に基づき、

第三者にその利用権を再許諾して利用させるという事業を行っていることになるから、か

かる事業活動は、事業基準における「著作権の提供」に該当する。 

（３）特定外国子会社等が複数の事業を営んでいる場合、事業基準を判断するためには、いずれ

か本件各適用除外規定の「主たる事業」に当たるかを把握する必要があるところ、ここにい

う「事業」とは、企業による個々の経済的行為を指すのではなく、企業全体を通じての有機

的な一体としての経済活動を意味すると解され、その関連する業務も含まれ、ある業務が当

該「事業」に含まれるか否かは、当該「事業」とは異なる独自の目的、内容、機能等を有す

るか否かによって判断されるべきである。そして、「主たる事業」については、特定外国子

会社等の当該事業年度における事業活動の具体的かつ客観的な内容から判定するのが相当で

あり、当該特定外国子会社等におけるそれぞれの事業活動によって得られた収入金額又は所

得金額、事業活動に要する使用人の数、事務所、店舗、工場その他の固定施設の状況等を総

合的に勘案して判断するのが相当である。 

本件各香港子会社において、本件各サブライセンス契約に基づく収入を得る事業は、事

業基準における「著作権の提供」に該当すると認められるところ、このほかに、本件各香

港子会社は、卸売による商品の販売、原告及び原告のグループ会社から使用許諾を受けた

顧客が行う商品販売等の対応等に係る役務提供など複数の事業を営んでいる。 

そこで、本件各香港子会社の収入金額の状況をみると、本件Ｂ社各事業年度及び本件Ｃ

社各事業年度の損益計算書の収益に計上されている金額のうちロイヤルティ収入金額の全

収入金額に占める割合は、Ｂ社は■■■■■■■■■■■■■■■■、Ｃ社は■■■■■

■■■■■■■■■■■で推移する一方、その他の各収入科目の収入金額の全収入金額に

占める割合は■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■程度であり、本件各香港子会社

の収入の■■が、Ｈキャラクター等を原告又はＧ社から許諾された地域において各種態様

により利用する権利を顧客に提供することにより得られるロイヤルティ収入で占められて

いる。したがって、本件各香港子会社の収入は、「著作権の提供」に係る事業により得ら

れた収入が大半を占めているといえる。また、本件各香港子会社には、組織体制からして、

Ｂ社の財務・総務部門の従業員を除き、「著作権の提供」以外の事業に専従していると認

められるような従業員はおらず、「著作権の提供」以外の事業のみに使用する固定施設等

も保有していない。 

このように、本件各香港子会社におけるそれぞれの事業活動によって得られた収入金額、

事業活動の要する使用人の数、固定施設の状況等を総合的に勘案して判定すると、本件各

香港子会社が行う主たる事業は「著作権の提供」であり、本件各香港子会社は、いずれも

本件適用除外要件のうち事業基準を満たさない。 

（原告の主張） 

（１）本件各香港子会社は複合的なサービス事業を営んでおり、「著作権の提供」に係る「事

業」を営んでいないこと 

ア 外国子会社合算税制の立法経緯、事業単位を適切に認定すべき必要性等を考慮すると、

現地（軽課税国）でなければできないような創作活動等を本質としつつ、その結果とし

て価値が高められたキャラクターの利用を第三者に許諾するような統合型の事業が営ま

れているような場合には、著作物を第三者に使用許諾する要素があるとしても、それは
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有機的一体として機能する統合型の事業の一部を構成するものとみるべきであって、独

立した「事業」とは評価できないのであり、事業基準における「著作権の提供」を「事

業」とする場合とは、著作権を提供することのみを事業とする場合、つまり、著作権を

譲渡すること又は著作権を利用許諾することのみを事業とする場合に限るべきであり、

このような解釈は、事業基準の趣旨を適切に踏まえた文理解釈といえる。 

イ 本件各香港子会社は、①商品化関連業務、②販促品関連業務及び③イベント関連業務

という３つの業務を行っているが、これらの活動は、キャラクター・ビジネスという観

点からは一体不可分のものとして評価されるべきである。つまり、イベント関連業務は、

Ｈキャラクターを対象国・地域において認知させるためには極めて有効な手段である。

本件各香港子会社は、多種多様なイベントを香港や■■■■■■■でサブライセンシー

を通して行っているが、このようなイベントやイベントに伴う大々的な宣伝は、キャラ

クター認知向上に大きく貢献しており、Ｈキャラクターの顧客吸引力を高め、商品化関

連業務との収益面での相乗効果も期待でき、また、販促品関連業務や商品化関連業務に

おけるキャラクターの露出が、イベント関連業務の成功に重要な意味を有する面もある。

販促品関連業務では、対象国・地域において普及している既存のブランドとのコラボレ

ーションをしたりすることで、Ｈキャラクターに当該既存ブランドが有するブランド力

を与えることになり、このようなブランド力がＨキャラクターの顧客吸引力を向上させ

ることになるという効果が期待でき、また、イベント関連業務や商品化関連業務を通じ

たキャラクターの対象国・地域における露出が、販促品関連業務においても極めて重要

になる。このように本件各香港子会社が行う３つの業務は、いずれもキャラクターの顧

客吸引力を向上させるための活動で、それぞれキャラクター・ビジネスという観点から

不可欠であり、相互に密接に関係し合っている。例えば、商品化関連業務における収益

は、イベント関連業務や販促品関連業務で獲得したキャラクターの顧客吸引力の成果で

もあるのであり、これらをそれぞれ別の事業として評価することは正当ではない。 

ウ また、香港は、一般的に、①中国語（広東語）及び英語を公用語とする点、②我が国

と比べて■■■■■■■といった■■■■■■■へのアクセスがはるかに容易であると

いう点（立地面）、③■■■■■■■と文化的類似性があるという点を含めて、広く■

■■■■■■をマーケットとしてビジネスを行う拠点としての優位性を有している。キ

ャラクターのローカライゼーションでは、現地市場の嗜好、文化、風習等に精通してい

ることが決め手となるところ、本件各香港子会社では、現地の社会制度や風習を踏まえ

て、現地の人々が親しみを持つ物や背景を組み合わせたり、キャラクターそのものや背

景の色合いを現地の嗜好に合わせて調整したりするなどして、Ｈキャラクターの顧客吸

引力を高めるべく、各許諾地域の顧客の商品（イベント）に合わせた配慮をする必要が

あるのであり、このような配慮を顧客・案件・商品ごとに細かく行うことで、適切なロ

ーカライゼーションを実施し、商品（イベント）の価値やイメージの向上によって売上

げも高まることになる。このような個別具体的な配慮は、本件各香港子会社の各従業員

が現地の嗜好、風習等を熟知していることによって可能となるのであり、香港ないし■

■■■■というマーケットを前提とする限り、日本で同等の配慮を行うことは不可能で

ある。 

エ このような事情を踏まえると、本件各香港子会社は、複合的なサービス事業を営んで
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おり、著作権を提供することのみを事業とする場合、すなわち、著作権を譲渡すること

又は著作権を利用許諾することのみを事業とする場合に該当しないことは明らかであり、

「著作権の提供」に係る「事業」を営んでいないというべきである。 

（２）仮に本件各香港子会社が「著作権の提供」に係る「事業」を営んでいるとしても、「主た

る事業」は複合的なサービス事業であり、「著作権の提供」ではないこと 

ア 本件各香港子会社の従業員は、間接部門である財務管理部門の従業員を措くとして、

複合的なサービス事業の一環をなす、①商品化関連業務、②販促品関連業務及び③イベ

ント関連業務のいずれかに従事している。また、本件各香港子会社は、本件Ｂ社各事業

年度又は本件Ｃ社各事業年度において、事務所を賃借した上で、事務用什器備品、コン

ピューター等の有形固定資産を保有してその業務に供していたところ、これらの固定施

設は、①商品化関連業務、②販促品関連業務及び③イベント関連業務から構成されるサ

ービス事業に供されており、仮に本件各香港子会社が「著作権の提供」に係る「事業」

を営んでいるとしても、当該事業は、上記サービス事業に付随するものにすぎず、本件

各香港子会社の従業員や固定施設が「著作権の提供」に係る「事業」のみに供されてい

たということはできない。 

イ また、ロイヤルティという名目の収入すべてが「著作権の提供」に係る「事業」から

得られたと考えるのは誤りであり、仮に複合的なサービス事業から「著作権の提供」に

係る「事業」を切り出すとしても、キャラクターのライセンスは、キャラクターの価値

（顧客吸引力）の利用を広く許諾することを意味するものであって、単なる著作物（著

作権）の利用の許諾に係る事業の範囲は極めて狭く、上記サービス事業に付随するもの

にすぎないといえる。そして、ロイヤルティ収入のうち「著作権の提供」に係る「事

業」に割り付けを行うべき範囲は、存在しないかごく僅少というべきである。一般的に

も、中核をなす事業活動からは対価を得ていないようにみえても、最終的な顧客から得

られる収入について、その対価の名称にかかわらず、中核をなす事業活動との関連性が

合理的に認められる場合があるのであって（本件はそのような場合である。）、被告の

主張は、ロイヤルティ収入は必ず著作権の提供から得られるとの先入観に基づく形式論

にすぎない（なお、本件各香港子会社は、ロイヤルティ収入に加えて、レンタル料、コ

ンサルティング料、商品の売買代金等の収入を得ており、複合的なサービス事業を構成

する個々の業務活動から対価を得ている。）。 

ウ このように、本件各香港子会社は、使用人や固定施設のほぼすべてを複合的なサービ

ス事業に投入しており、顧客から得たロイヤルティ収入、販売収入その他の収入は、す

べて複合的なサービス事業に係る個々の業務活動によって得られたものといえること等

を総合的に勘案すると、複合的なサービス事業は相当の規模と実体を有するものである

といえ、仮に本件各香港子会社が「著作権の提供」に係る「事業」を営んでいるとして

も、主たる事業が複合的なサービス事業であることは明らかである。 

（３）小括 

したがって、本件各香港子会社の主たる事業が「著作権の提供」に該当するとはいえず、

本件各香港子会社は、いずれも本件適用除外要件のうち事業基準を満たす。 

３ 争点３（原告は、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していなくても、本

件各適用除外規定の適用を受けられるか）について 
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当事者の主張内容に鑑み、被告の主張から先に記載する。 

（被告の主張） 

本件各適用除外規定の適用を受けるには、法人税の確定申告書に本件各適用除外規定の適用

がある旨を記載した書面（適用除外記載書面）の添付が必要であるところ（措置法６６条の６

第７項、措置法６８条の９０第７項）、原告は、本件各事業年度の法人税の確定申告に当たり、

確定申告書に適用除外記載書面を添付していない。したがって、本件法人税等について、本件

各適用除外規定は適用されない。 

（原告の主張） 

（１）確定申告書に適用除外記載書面を添付することは本件各適用除外規定の適用要件とはいえ

ないこと 

ア 外国子会社合算税制は、いわゆるタックスヘイブンとされる国（地域）に所在する外

国子会社のうち、一定の事業形態や管理形態等に注目して設けられた要件に合致する特

定の外国子会社を適用対象として抽出し、当該外国子会社の一定の所得を親会社である

内国法人の所得に合算する、個別的否認規定であると考えられており、課税庁は、制度

上、外国子会社に関する情報を総合的に整理した上で、当該内国法人が適用の対象とな

るか否かを最終的に判断すべきこととなる。このような外国子会社合算税制の基本的制

度枠組みにおいて、確定申告書に適用除外記載書面を添付する制度は、本件各適用除外

規定の要件該当性の判断に必要となる情報を親会社である内国法人から課税庁へ提供す

るための一手段として設けられたと解するのが合理的であり、一律に「適用除外規定の

適用要件」と解すべき合理的根拠はない。 

また、課税庁が租税回避リスクを把握するための情報収集の手段（制度）は、納税者か

ら提出される申告書ないしその添付書類等に限られるわけではなく、①税務調査におけ

る情報収集、②租税条約等に基づく国外の税務当局からの情報収集等があり、これらの

制度により収集された情報を総合的に検討することにより、課税庁は、本件適用除外要

件の充足性を含めて、外国子会社合算税制の適用の有無を判断することとなるのであり、

このことは、上記の個別的否認規定という性格とも整合する。 

したがって、例えば、税務調査において、外国子会社の事業内容、当該事業に係る取引

内容のような、本件適用除外要件の充足性に必要な情報（書類）を納税者（内国法人）

が課税庁に対して提供し、課税庁がかかる情報に基づき本件適用除外要件の充足性に係

る実体審理に入っているような場合、課税庁が必要とする情報が内国法人から適切に提

供されている点で、適用除外記載書面の添付の趣旨は充たされており、このような場合

は、実際には確定申告書に適用除外記載書面が添付されていなかったとしても、添付さ

れたものと評価できる状況にあったと考えるのが合理的である。 

イ 原告は、本件各更正処分に係る税務調査（以下「本件調査」という。）において、本

件適用除外要件の充足性の検討に必要な情報（書類）を課税庁に対して適切に提供して

おり、課税庁においても、このような情報をもとに本件適用除外要件の充足性を判断し、

適用除外記載書面が添付されていないことを不問に付した上で、最終的に本件適用除外

要件（事業基準）を充足しないとの結論を導いている。 

このように、本件では、課税庁が必要とする情報が原告（内国法人）から適切に提供さ

れ、原告から本件適用除外規定の適用を求める意思も表明されていることからすると、
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措置法６６条の６第７項及び措置法６８条の９０第７項において書面添付が要求される

趣旨は充たされており、書面添付がされたものと評価し得る以上、適用除外書面が添付

されていないことのみをもって、本件各適用除外規定の適用を受けられないと結論付け

ることは違法である。 

（２）適用除外記載書面を添付し得ない「やむを得ない事情」がある場合は、いずれにせよ本件

各適用除外規定を適用し得ること 

ア 確定申告書に適用除外記載書面を添付し得ない「やむを得ない事情」がある場合は、

適用除外記載書面が添付されていないことのみをもって、本件各適用除外規定の適用を

認めないとするのは合理的な解釈とはいい難い。この点、平成２７年度税制改正では

「やむを得ない事情」がある場合に係る宥恕規定が設けられているところ（措置法６６

条の６第８項、措置法６８条の９０第８項）、立法担当者の解説では、外国法令に基づ

き設立された外国子会社に関して、本件適用除外要件に該当する旨の情報を納税者にお

いて適時に把握できない状況が生じるとされており、このような状況が生じることは、

平成２７年度税制改正前においても十分に予想されたところである。 

また、平成２４年度税制改正において創設された、外国子会社合算税制と同じく租税回

避を防止する措置である過大支払利子税制においては、制度創設当初から適用除外規定

の適用に関し、確定申告書等に明細書の添付がなかったことについてやむを得ない事情

があると認めるときにおいても適用される旨の規定（平成３１年法律第６号による改正

前の措置法６６条の５の２第６項）が設けられているところ、これは確定申告書に明細

書を添付することが困難であるような場合等についてまで、明細書の添付を適用除外規

定の適用のための要件として厳格に捉えることの不合理性に配慮したものと解される。

かかる過大支払利子税制の制度設計を踏まえると、外国子会社合算税制の場合について

のみ、平成２７年度税制改正の前後で厳格な切り分けをし、同改正前は、確定申告書に

適用除外記載書面が添付されていない限り、一切の宥恕を認めず、一律に本件各適用除

外規定の適用を否定するという解釈論は、適用除外記載書面の添付が困難である場合の

不利益を常に納税者に甘受させるものであって、合理的なものとはいい難い。 

以上のとおり、外国子会社合算税制における本件各適用除外規定の適用に係る適用除外

記載書面の添付については、平成２７年度税制改正によって初めて宥恕規定の考え方等

が創設されたとは直ちにいい難く、改正内容は、同改正前からの考え方を一定の範囲で

確認し、実務上の取扱いを明確化したもの（一種の確認規定）と捉えることにも合理性

が認められるといえる。 

イ 香港の納税は、日本のような申告納税方式ではなく、申告後に香港税務局から賦課決

定通知書を受領し、当該通知書で決定された税額を納付するという賦課決定方式が採用

されており、本件各香港子会社の申告及び納税手続のスケジュールは、①申告期限の延

長後の申告期限が翌年８月中旬、②香港税務局からの賦課決定通知書の送付が申告の約

１か月後（ただし、平均的なスケジュールであり、法人納税者においてコントロールで

きるものではない。）となっており、香港税務局が本件各香港子会社に賦課決定通知書

を送付するのは、多くの場合、早くても８月から１０月にかけてのタイミングとなり、

当該通知書を受領してはじめて、法人税の課税標準や納付すべき税額等の重要項目が確

定することとなる。 



12 

例えば、原告の平成２８年３月連結期に係る確定申告においては、香港税務局から本件

各香港子会社に平成２７年１２月期に係る賦課決定通知書が送付されたタイミングとの

兼ね合いもあり、その申告期限（平成２８年８月１日）までに租税負担割合の計算のた

めに必要な情報を入力した申告書別表１７（３）付表１を完成させ、確定申告書に添付

することは不可能であった。また、その結果として、本件各香港子会社の香港における

租税負担割合が判明せず、本件各香港子会社が特定外国子会社等に該当するか否かを判

断し得ない状況であったため、本件適用除外要件を先に判断する理由もなく、本件適用

除外要件に関する項目だけを補充した適用除外記載書面（申告書別表１７（３））を確

定申告書に添付することも不可能であった。 

したがって、本件において、原告が適用除外記載書面（申告書別表１７（３））を確定

申告書に添付しなかったことにつき、「やむを得ない事情」があったことは明らかであ

り、本件法人税等について、本件各適用除外規定が適用される。 

４ 争点４（本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していない旨の被告の主張は

違法な理由の差し替えであって許されないか）について 

（原告の主張） 

（１）一般的に行政処分に理由付記が要求される趣旨は、手続的保障の見地から、処分庁の判断

の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制する（処分適正化機能）とともに、処分理由を示

して不服申立ての便宜を与える（争点明確化機能）ことにあるところ、理由の差し替えを自

由に認めることは、理由を記載しないで処分を行うことと結果的に同じことであり、理由付

記を要求した法の趣旨の大半を失わせることになりかねない。したがって、租税争訟の審理

の対象ないし訴訟物は、処分理由との関係における税額の適否であり、原則として理由の差

し替えは認められない。 

（２）原告は、本件調査において、調査担当者の要請に応じて、平成２８年３月連結期に係る適

用除外記載書面（申告書別表１７（３））を提出し、その際、担当調査者に対し、香港にお

ける申告・納税スケジュールからして、適用除外記載書面（申告書別表１７（３））の作成

は確定申告書の提出期限に間に合わない旨の事情を説明した。このような税務調査のプロセ

スを経たにもかかわらず、確定申告書に適用除外記載書面が添付されていないことは、本件

各更正処分の通知の「更正の理由」欄に記載されておらず、処分理由を構成していない。こ

のことは、処分行政庁が、本件調査における原告との一連のやり取りを踏まえ、確定申告書

に適用除外記載書面が添付されていないことについては、本件各適用除外規定を適用しない

ことの根拠（本件各更正処分の処分理由）としないことをあえて選択したことによるものと

いえる。 

このような中で、被告は、本件訴訟において、確定申告書に適用除外記載書面を添付し

なければならない旨の手続要件を充足しないことについて、本件各適用除外規定を適用し

ないことの根拠として追加する旨の主張を行っているところ、このような被告の主張は、

原処分では一旦容認した手続要件違反の理由を、関連性の乏しい実体要件違反の理由に新

たに追加するものであって、理由付記が要求される趣旨、とりわけ処分庁の判断の慎重・

合理性を担保してその恣意を抑制するという処分適正化機能を著しく害するものであり、

正義・公平の理念に照らしても許されない。 

したがって、確定申告書に適用除外記載書面が添付されていないことを、本件各適用除
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外規定を適用しないことの根拠として主張することは、違法な処分理由の差し替えてあっ

て、許されない。 

（被告の主張） 

特定外国子会社等につき適用除外記載書面を確定申告書に添付しない場合に本件各適用

除外規定の適用を受けられないことは法令上明確であるから、本件各適用除外規定の適用

を受けられないことが処分理由として記載された事案において、適用除外記載書面が添付

されていなかったことを理由に追加することは、処分適正化機能や争点明確化機能の点か

らみて違法な理由の差し替えということはできず、許される。 

５ 争点５（本件各香港子会社について措置法６６条の６第１項及び措置法６８条の９０第１項

が適用されるとして、本件各香港子会社が納付した外国法人税の額について、外国税額控除が

適用されるか）について 

当事者の主張内容に鑑み、被告の主張から先に記載する。 

（被告の主張） 

（１）法人税法６９条１５項及び同法８１条の１５第９項によると、原告が、本件各香港子会社

等が納付した外国法人税の額について外国税額控除の規定の適用を受けるには、確定申告書、

修正申告書又は更正請求書に同項所定の明細書を添付することが要件となっているところ、

原告は、本件各事業年度において、確定申告書、修正申告書又は更正請求書に本件各香港子

会社等が納付した外国法人税の額に係る明細書を添付しておらず、したがって、外国税額控

除を受けることはできない。 

（２）また、法人税法６９条１５項及び同法８１条の１５第９項に規定する「税務署長において

特別の事情があると認める場合」というのは、その文言及び文脈からすれば、確定申告書等

に明細書が添付されていることを前提とし、原則として当該明細所に記載された額を控除対

象外国法人税の額の限度額としつつ、例外的に明細書に記載された額を限度とはしない場合

について定められたものであることは明らかであり、この点に係る原告の主張に理由がない。 

（原告の主張） 

（１）平成２９年度税制改正により、外国税額控除制度は、確定申告書、修正申告書又は更正請

求書に、控除を受けるべき金額及びその計算に関する明細を記載した書類並びに控除対象外

国法人税の額の計算に関する明細等を記載した書類の添付がある場合等に限り、適用するこ

ととされる一方で、控除を受けるべき金額の計算の基礎となる控除対象外国法人税の額は、

税務署長において特別の事情があると認める場合を除くほか、その明細書に当該金額として

記載された金額を限度とすることとされているところ（法人税法６９条１５項、同法８１条

の１５第９項）、当該改正の趣旨は、「特別の事情」が認められる場合は、納税者が改めて

明細書の添付をして更正の請求を行わなくとも、増額更正に当たって税務署長が連動的に控

除額を増加し得ることにある。したがって、本件においても、「特別の事情」が認められる

場合は、個別の明細書の添付がないという点を殊更に強調して、外国税額控除（繰越控除限

度額、繰越控除対象外国法人税額に係る対応を含む。）を伴わない増額更正処分を行うこと

は、上記各条項の趣旨に反し、許されない。 

（２）原告は、本件調査において、課税庁から本件各香港子会社に課された法人税に係る資料提

出の要求があったことを受けて、仮に課税庁が本件各適用除外規定の適用を認めず外国子会

社合算税制の適用を前提とする更正処分を行う場合は、外国子会社合算税制の適用に起因す
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る二重課税の排除措置について定める措置法６６条の７及び措置法６８条の９１所定の外国

税額控除が自主的に行われることを想定しつつ、調査担当者に対して、当該外国税控除に必

要な情報を任意に提供しているところ、上述の平成２９年度税制改正の趣旨を踏まえると、

このような状況で「特別の事情」が認められることは明らかであり、増額更正処分において、

措置法６６条の７及び措置法６８条の９１所定の外国税額控除の同時処理を行うことが、法

律上当然に要請される。 

また、原告は、確定申告段階では、外国子会社合算税制の適用はないと判断していたた

めに、確定申告書に、同税制の適用を前提とする法人税法施行規則２９条の３第１項４号

及び同規則３７条の６第１項４号所定の明細書を添付することは不可能であった。しかし

ながら、原告は、本件各適用除外規定の適用が万一認められず、外国子会社合算税制の適

用があるとされた場合は、当然に外国税額控除の適用を受ける旨の意思を有していたとい

え、このことは、①外国税額控除が外国子会社合算税制の制度設計上必須のものとなって

いること、②原告が確定申告書に申告書別表６（２）、別表６の２（２）及び別表６（２

の２）等を添付して外国税額控除を選択していた事実等から合理的に認定される。このよ

うに、法人税法施行規則２９条の３第１項４号及び同規則３７条の６第１項４号所定の明

細書が確定申告書に添付されていなかったとしても、外国子会社合算税制の本件各適用除

外規定の適用が仮に認められなかった場合における外国税額控除適用の意思が認められる

以上、課税庁は、更正処分の段階で上記適用の意思を受け入れ、「特別の事情」を認める

形で外国税額控除を行うべきであったといえる。 

（３）以上のとおり、外国子会社合算税制に基づく増額更正を行った本件各更正処分については、

「特別の事情」（法人税法６９条１５項、同法８１条の１５第９項）が認められるにもかか

わらず、控除対象外国税額を増額させることによる外国税額控除（措置法６６条の７、措置

法６８条の９１）が実施されていないことから、その範囲で違法と判断されるべきである。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所は、①本件各通知に係る取消請求（争点１）については、本件各通知は行政処分に

当たらないことから、当該訴えは不適法であり却下されるべきであると判断し、②本件更正処

分等に係る取消請求については、争点３につき、原告は、本件法人税等の確定申告書に適用除

外記載書面を添付していないことを理由として本件各適用除外規定の適用を受けられず、また、

争点４につき、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していない旨の被告の主

張が違法な理由の差し替えであって許されないとはいえず、さらに、争点５につき、本件各香

港子会社が納付した外国法人税の額について外国税額控除が適用されないから、その余につい

て判断するまでもなく、原告の請求には理由がないと判断する。 

２ 争点１（本件各通知は行政処分であるか）について 

本件各通知には、平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年３月連結期更正処分によ

り異動した後の原告の翌期首現在の「連結利益積立金額」（法人税法２条１８号の２）、各連

結法人（連結親法人である原告及びその連結子法人）の翌期首現在の「連結個別利益積立金

額」（同条１８号の３）及び当期の「個別所得金額」又は「個別欠損金額」（同法８１条の１

８第１項）等が記載されているところ、これらは、上記各更正処分の内容を前提として、課税

庁が各直後の連結事業年度に原告が申告書を作成するに当たって参照すべき「連結利益積立金

額」等について情報提供を行うものにすぎず、法律上の根拠を有しないものであって、原告の
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法人税の課税標準や税額を確定する効果を有するものではなく、その内容が翌連結事業年度の

法人税の課税標準や税額を拘束するようなものでもない。 

したがって、本件各通知は、原告について、何らかの権利義務を形成し、又はその範囲を確

定する効果を生じさせるものとはいえず、行訴法３条２項にいう「行政庁の処分その他公権力

の行使に当たる行為」に該当しない。 

３ 争点３（原告について、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していなくて

も、本件各適用除外規定の適用を受けられるか）について 

（１）措置法６６条の６第７項及び措置法６８条の９０第７項は、本件各適用除外規定は、政令

で定めるところにより、確定申告書に適用除外記載書面を添付し、かつ、その適用があるこ

とを明らかにする書類その他の資料を保存している場合に限り、適用する旨定めるところ、

かかる規定は、ある特定外国子会社等が本件適用除外要件を満たすかどうかを判断するに際

し、その事業内容、事業に係る取引相手などを適正に審査することが必要になることを受け、

措置法６６条の６第１項に掲げる内国法人又は措置法６８条の９０第１項に掲げる連結法人

に確定申告書への適用除外記載書面の添付等を義務付けることによって、当該内国法人又は

連結法人に適用除外規定の適用を受ける旨の意思を明らかにさせ、課税庁が本件適用除外要

件該当性の判断の根拠となる資料を当該内国法人又は連結法人から早期かつ確実に収集し、

本件適用除外要件について適正かつ迅速に判断することを可能にするために設けられたもの

と解される。 

このような規定の文言及び本件適用除外要件の判断における当該内国法人又は連結法人

からの資料収集等の必要性、重要性に鑑みれば、措置法６６条の６第７項及び措置法６８

条の９０第７項は、本件各適用除外規定の適用要件を定めたものと解するのが相当である。 

（２）原告は、確定申告書に適用除外記載書面を添付する制度は、本件各適用除外規定の要件該

当性の判断に必要となる情報を親会社である内国法人又は連結法人から課税庁へ提供するた

めの一手段として設けられたと解するのが合理的であり、本件調査において、本件適用除外

要件の検討に必要な情報（書類）が適切に提供され、原告から本件各適用除外規定の適用を

求める意思も表明されている以上、措置法６６条の６第７項及び措置法６８条の９０第７項

において書面添付が要求される趣旨は充たされていると主張する。 

しかしながら、措置法６６条の６第７項及び措置法６８条の９０第７項の文言上、確定

申告書への適用除外記載書面の添付が本件各適用除外規定の適用要件とされていることは

明らかといえる。また、課税庁において、①税務調査における情報収集、②租税条約等に

基づき行われる国外の税務当局からの情報収集等が可能であるとしても、一般にこれらの

方法により情報を入手する場面は限定的と解される上、租税法規についてその文言解釈の

範囲を超えて、安易に類推ないし拡大する解釈を採るべきとはいえないことも勘案すると、

税務調査において必要な情報（書類）が提供されたことをもって、本件各適用除外規定の

適用を受けられるとはいえない。 

（３）原告は、平成２７年度税制改正で設けられた宥恕規定（措置法６６条の６第８項、措置法

６８条の９０第８項）は、同改正前からの考え方を一定の範囲で確認し、実務上の取扱いを

明確化した確認規定であって、同改正前においても、確定申告書への適用除外記載書面の添

付がなかったことにつき「やむを得ない事情」があった場合には、本件各適用除外規定を適

用する余地があることを前提に、本件において、本件各香港子会社の申告及び納税手続のス
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ケジュールを踏まえると、「やむを得ない事情」があったといえ、本件各適用除外規定を適

用し得ると主張する。 

しかしながら、上記各宥恕規定は本件Ｂ社各事業年度、本件Ｃ社各事業年度に係る適用

対象金額について適用されるものではなく、原告の主張は法文上の根拠を欠くものといわ

ざるを得ない（措置法６８条の９０第８項〔平成２９年法律第４号による改正前のもの〕

は、平成２７年法律第９号による改正によって平成２７年４月１日から施行されていると

ころ、同改正法の改正附則９４条２項において、同改正法による改正後の措置法６８条の

９０第８項の規定は、同条１項に規定する特定外国子会社等の施行日以後に開始する事業

年度に係る同項に規定する適用対象金額につき同条３項の規定を適用する場合について適

用するとされていることから、Ｂ社平成２７年１２月期及びＣ社平成２７年１２月期に係

る適用対象金額については、適用されない。）。 

また、原告は、香港税務局が本件各香港子会社に対して本件Ｂ社各事業年度及び本件Ｃ

社各事業年度に係る賦課決定通知書を送付するのは、多くの場合、早くても８月から１０

月にかけてのタイミングとなり、これを踏まえて、本件各事業年度に係る申告期限（当該

事業年度終了後の８月１日）までに租税負担割合の計算をするのは不可能であると主張す

るが、本件各香港子会社の租税負担割合を算定する際に必要となる「外国関係会社の各事

業年度の所得に対して課される租税の額」及び「その外国関係会社の当該事業年度の所得

の金額」（別表７－１及び７－２参照）については、その賦課決定通知書の送付を待つこ

となく、原告又は本件各香港子会社において、本件Ｂ社各事業年度及び本件Ｃ社各事業年

度の終了後に、香港の法律に基づいて算定可能といえることからすると、本件各事業年度

に係る申告期限までに租税負担割合の算定が不可能であるということはできないのであっ

て、いずれにしても、原告の主張には理由がない。 

（４）以上のとおり、措置法６６条の６第７項及び措置法６８条の９０第７項により、確定申告

書への適用除外記載書面の添付等が本件各適用除外規定を適用するための要件となるところ、

前提事案（３）アのとおり、原告は、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付

していないことから、本件各適用除外規定の適用を受けられない。 

４ 争点４（本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していない旨の被告の主張は

違法な理由の差し替えであって許されないか）について 

（１）法人税法１３０条２項が、青色申告又は連結確定申告等に係る法人税について更正処分を

する場合には更正通知書にその理由を付記しなければならないとしているのは、課税庁の判

断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、更正の理由を相手方に知らせて

不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解されるのであり、更正処分の付記理由と異

なる主張が許されるかについては、このような理由付記が求められる趣旨との関係で検討す

る必要があると解される。 

（２）本件各更正処分の処分理由には、法人税に係るものにつき、本件各香港子会社の主たる事

業が「著作権の提供」に該当し、本件適用除外要件を満たさず、本件適用除外規定の適用が

ないことから、措置法６６条の６第１項及び措置法６８条の９０第１項の規定が適用され、

本件各香港子会社の課税対象金額又は個別課税対象金額は、当該事業年度又は連結事業年度

の益金に算入される旨記載され（甲１の１、１の３、１の６、１の８）、復興特別法人税及

び地方法人税に係るものにつき、基準法人税額の異動について記載されていたところ（甲１
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の２、１の４、１の９）、被告は、本件訴訟において、本件法人税等の確定申告書に適用除

外記載書面を添付していないことにより、本件各適用除外規定の適用を受けられない旨の主

張を追加する。 

そこで検討するに、上記追加主張は、本件各適用除外規定の適用に係る手続違反に関す

るもので、その内容は措置法６６条６第７項及び措置法６８条の９０第７項で明確に規定

されていることからすると、納税者も当然に把握し得るものであったといえ、その内容に

照らすと、上記追加主張を許すことによって、課税庁の判断の慎重と合理性を担保してそ

の恣意を抑制する機能が害され、又は、相手方に不服の申立てに便宜を与える機能が害さ

れたりするとまではいえない。 

（３）原告は、確定申告書に適用除外記載書面が添付されていないことについては、本件調査に

おいて、適用除外記載書面の添付等が間に合わない旨の事情を説明し、本件各更正処分の処

分理由には、その旨の記載がされていなかったのであるから、課税庁は、一旦は手続違反を

容認する旨の判断をしていたのであり、それにもかかわらず、本件において当該手続違反の

主張をするのは許されないと主張する。 

しかしながら、措置法６６条の６第７項及び措置法６８条の９０第７項の文言によると、

これらの規定の適用について課税庁に裁量があるとも解されず、本件調査及び本件各更正

処分の過程で原告に本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していなかった

ことが問題とならないとの期待が生じたとしても、これをもって、上記追加主張を許すこ

とにより、理由付記が求められる趣旨が没却されるということはできない。 

（４）以上によると、本件法人税等の確定申告書に適用除外記載書面を添付していないことによ

り本件各適用除外規定の適用を受けられない旨の被告の主張が、違法な理由の差し替えであ

って許されないということはできない。 

５ 争点５（本件各香港子会社について措置法６６条の６第１項及び措置法６８条の９０第１項

が適用されるとして、本件各香港子会社が納付した外国法人税の額について、外国税額控除が

適用されるか）について 

（１）法人税法６９条１５項及び同法８１条の１５第９項は、同法６９条１項又は同法８１条の

１５第１項の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書に明細書の添付があり、かつ、

控除対象外国法人税（個別控除対象外国法人税を含む。以下同じ。）の額を課されたことを

証する書類その他の財務省令で定める書類を保存している場合に限り、適用する旨定めると

ともに、この場合において、同法６９条１項又は同法８１条の１５第１項の規定による控除

をされるべき金額の計算の基礎となる控除対象外国法人税の額その他の財務省令で定める金

額は、税務署長において特別の事情があると認める場合を除くほか、明細書に当該金額とし

て記載された金額を限度とする旨定めるところ、かかる規定は、外国税額控除制度について

は、制度の適用を受けることを選択するか否か、又はその適用を受ける範囲をどうするかに

ついて、内国法人又は連結法人の選択に係らしめることとし、その選択の内容及び控除金額

の計算過程の透明性と適法性を確定申告書、修正申告書又は更正請求書の記載を通じて当該

内国法人又は連結法人に担保せしめる趣旨のものと解される。 

このような規定の文言等に鑑みれば、同法６９条１５項及び同法８１条の１５第９項

（各前段）は、外国税額控除を受けるための適用要件を定めたものと解するのが相当であ

る。 
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しかるところ、本件において、原告は、本件各事業年度の確定申告書、修正申告書、更

正請求書において、外国税額控除を受けようとする外国法人税の範囲を明らかにしている

ものの、本件各香港子会社が納付した外国法人税に係る明細書を添付しておらず、本件各

香港子会社に課された外国法人税の額をこれに含めていないのであるから（乙４７の１～

４「当期の控除対象外国法人税額又は個別控除対象外国法人税額に関する明細書」参照）、

本件各香港子会社が納付した外国法人税について、外国税額控除を受けるための適用要件

を満たさない。 

（２）原告は、法人税法６９条１５項及び同法８１条の１５第９項（各後段）において、「特別

の事情」が認められる場合には、納税者が改めて明細書の添付をして更正の請求を行わなく

とも、増額更正に当たって税務署長が連動的に控除額を増加し得ることを前提に、原告が、

本件調査において、当該外国税額控除に必要な情報を任意に提出していること等を踏まえる

と「特別の事情」が認められ、本件各更正処分において外国税額控除を行うべきであったと

主張する。 

しかしながら、外国税額控除制度は、内国法人又は連結法人が外国法人税を納付するこ

ととなる場合、控除限度額を限度として、控除対象外国法人税の額を税額控除する旨の制

度であるところ（同法６９条１項、同法８１条の１５第１項）、ここでいう控除限度額は、

内国法人又は連結法人の各事業年度（各連結事業年度）の法人税額のうち各事業年度（各

連結事業年度）の国外所得金額（連結国外所得金額）に対応する部分であり、その算定の

仕組み上、各事業年度（各連結事業年度）の法人税額や所得金額（連結所得金額）が異動

した場合、これに伴って控除限度額も異動があり得ることとなる。同法６９条１５項及び

同法８１条の１５第９項（各後段）では、特別な事情があると認める場合に、同法６９条

１項又は同法８１条の１５第１項の規定による控除をされるべき金額の計算の基礎となる

控除対象外国法人税の額その他の財務省令で定める金額が、明細書に当該金額として記載

された金額を限度とすることなく認められることとなるところ、これは、更正の請求によ

らない更正処分において、納税者の選択により確定している外国税額控除を受けようとす

る外国法人税の範囲内で、法人税額や所得金額が増額する場合に、これに伴って生じる外

国税額控除の控除限度額の増額再計算を認めたものと解されるのであり、その規定文言等

に照らして、外国税額控除を受けようとする外国法人税の範囲自体の拡大を認めるものと

は解されない。 

したがって、原告が、本件調査において、当該外国税額控除に必要な情報を任意に提供

していること等を踏まえたとしても、同法６９条１項又は同法８１条の１５第１項に基づ

き、外国税額控除が適用されるということはできず、原告の主張には理由がない。 

（３）また、原告は、確定申告段階において、仮に、本件各適用除外規定の適用が認められず、

外国子会社合算税制の適用があるとされた場合は、当然に外国税額控除の適用を受ける旨の

意思を有していたのであり、このことからすると「特別の事情」が認められ、本件各更正処

分において外国税額控除を行うべきであったと主張する。 

しかしながら、上記（２）のとおり、法人税法６９条１５項及び同法８１条の１５第９

項（各後段）が、外国税額控除を受けようとする外国法人税の範囲自体の拡大を認めるも

のとは解されないことからすると、原告が、本件各適用除外規定の適用が認められず、外

国子会社合算税制の適用があるとされた場合は、当然に外国税額控除の適用を受ける旨の
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意思を有していたとしても、同法６９条１項又は同法８１条の１５第１項に基づき、外国

税額控除が適用されるということはできず、原告の主張には理由がない。 

第５ 結論 

以上によれば、本件各通知に係る取消請求についての訴えは、不適法であることから却下す

ることとし、本件更正処分等に係る取消請求については、その余について判断するまでもなく、

理由がないことから棄却することとし、主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 鎌野 真敬 

裁判官 網田 圭亮 

裁判官 野村 昌也 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

能登谷 宣仁   小澤 信彦   倉田 将幸   落合 信之 

松隈 日出海   今西 貴洋 

以上 
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（別紙２） 

関係法令の定め 

１ 外国子会社合算税制に関するもの 

（１）ア 租税特別措置法（以下「措置法」という。）６６条の６第１項（平成２９年法律第４

号による改正前のもの。以下同じ。）は、同項各号に掲げる内国法人（引用者注：国内

に本店又は主たる事業所を有する法人をいう。措置法２条２項１号の２、法人税法２条

３号参照）に係る外国関係会社（引用者注：外国法人〔引用者注：内国法人以外の法人

をいう。措置法２条２項１号の２、法人税法２条４号参照〕で、その発行済株式又は出

資〔括弧内省略〕の総数又は総額のうちに居住者〔括弧内省略〕及び内国法人並びに特

殊関係非居住者〔括弧内省略〕が有する直接及び間接保有の株式等の数の合計数又は合

計額の占める割合〔括弧内省略〕が１００分の５０を超えるものをいう。平成２９年法

律第４号による改正前の措置法６６条の６第２項１号参照）のうち、本店又は主たる事

務所の所在する国又は地域におけるその所得に対して課される税の負担が本邦における

法人の所得に対して課される税の負担に比して著しく低いものとして政令で定める外国

関係会社に該当するもの（以下「特定外国子会社等」という。）が、昭和５３年４月１

日以後に開始する各事業年度において適用対象金額（引用者注：特定外国子会社等の各

事業年度の決算に基づく所得の金額につき法人税法及び措置法による各事業年度の所得

の金額の計算に準ずるものとして政令で定める基準により計算した金額〔以下「基準所

得金額」という。〕を基礎として、政令で定めるところにより、当該各事業年度開始の

日前７年以内に開始した各事業年度において生じた欠損の金額及び当該基準所得金額に

係る税額に関する調整を加えた金額をいう。同項２号参照）を有する場合には、その適

用対象金額のうちその内国法人の有する当該特定外国子会社等の直接及び間接保有の株

式等の数に対応するものとしてその株式等（株式又は出資をいう。）の請求権（括弧内

省略）の内容を勘案して政令で定めるところにより計算した金額（以下「課税対象金

額」という。）に相当する金額は、その内国法人の収益の額とみなして当該各事業年度

終了の日の翌日から２月を経過する日を含むその内国法人の各事業年度の所得の金額の

計算上、益金の額に算入する旨定め、措置法６６条の６第１項１号は、その有する外国

関係会社の直接及び間接保有の株式等の数の当該外国関係会社の発行済株式又は出資

（括弧内省略）の総数又は総額のうちに占める割合（括弧内省略）が１００分の１０以

上である内国法人を掲げる。 

イ 措置法６８条の９０第１項（平成２９年法律第４号による改正前のもの。以下同

じ。）は、同項各号に掲げる連結法人（引用者注：連結親法人〔引用者注：法人税法４

条の２の承認を受けた同条に規定する内国法人をいう。措置法２条２項１０号の４、平

成２７年法律第９号による改正前の法人税法２条１２号の７の２参照〕又は当該連結親

法人との間に連結完全支配関係〔措置法２条２項１０号の７、法人税法２条１２号の７

の７参照〕がある連結子法人〔引用者注：法人税法４条の２の承認を受けた同条に規定

する他の内国法人をいう。措置法２条２項１０号の５、平成２７年法律第９号による改

正前の法人税法２条１２号の７の３参照〕をいう。措置法２条２項１０号の６、平成２

７年法律第９号による改正前の法人税法２条１２号の７の４参照）に係る外国関係会社
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（平成２９年法律第４号による改正前の措置法６８条の９０第２項１号参照）のうち、

特定外国子会社等が、各事業年度において適用対象金額（同項２号参照）を有する場合

には、その適用対象金額のうちその連結法人の有する当該特定外国子会社等の直接及び

間接保有の株式等の数に対応するものとしてその株式等（株式又は出資をいう。）の請

求権（括弧内省略）の内容を勘案して政令で定めるところにより計算した金額（以下

「個別課税対象金額」という。）に相当する金額は、その連結法人の収益の額とみなし

て当該各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日を含むその連結法人の各連結事

業年度の連結所得の金額の計算上、益金の額に算入する旨定め、措置法６８条の９０第

１項１号は、その有する外国関係会社の直接及び間接保有の株式等の数の当該外国関係

会社の発行済株式又は出資（括弧内省略）の総数又は総額のうちに占める割合（括弧内

省略）が１００分の１０以上である連結法人を掲げる。 

（２）ア 措置法６６条の６第３項（平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同じ。）

柱書き及び同項２号は、同条１項各号に掲げる内国法人に係る特定外国子会社等で、①

株式等若しくは債券の保有、工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による

生産方式若しくはこれらに準ずるもの（これらの権利に関する使用権を含む。）若しく

は著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。）の提供又は船舶若

しくは航空機の貸付け（以下「特定事業」という。）を主たる事業とするもの（括弧内

省略）以外のものが、②その本店又は主たる事業所の所在する国又は地域においてその

主たる事業（括弧内省略）を行うに必要と認められる事業所、店舗、工場その他の固定

施設を有し、かつ、③その事業の管理、支配及び運営を自ら行っているものである場合

であって、④各事業年度においてその行う主たる事業が同条３項１号に掲げる事業（引

用者注：卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険業、水運業又は航空運送業）

以外の事業に該当し、その事業を主として本店又は主たる事業所の所在する国又は地域

（括弧内省略）において行っている場合として政令で定める場合に該当するときは、当

該特定外国子会社等のその該当する事業年度に係る適用対象金額については、同条１項

の規定は適用しない旨定める（以下、後記イの措置法６８条の９０第３項〔平成２７年

法律第９号による改正前のもの〕の規定と併せて「本件各適用除外規定」、本件各適用

除外規定に設けられている上記①ないし④又は後記イ①ないし④の各要件を「本件適用

除外要件」といい、上記①又は後記イ①の要件を「事業基準」という。）。 

イ 措置法６８条の９０第３項（平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同

じ。）柱書き及び同項２号は、同条１項各号に掲げる連結法人に係る特定外国子会社等

で、①特定事業を主たる事業とするもの（括弧内省略）以外のものが、②その本店又は

主たる事業所の所在する国又は地域においてその主たる事業（括弧内省略）を行うに必

要と認められる事務所、店舗、工場その他の固定施設を有し、かつ、③その事業の管理、

支配及び運営を自ら行っているものである場合であって、④各事業年度においてその行

う主たる事業が同条３項１号に掲げる事業（引用者注：卸売業、銀行業、信託業、金融

商品取引業、保険業、水運業又は航空運送業）以外の事業に該当し、その事業を主とし

て本店又は主たる事業所の所在する国又は地域（括弧内省略）において行っている場合

として政令で定める場合に該当するときは、当該特定外国子会社等のその該当する事業

年度に係る適用対象金額については、同条１項の規定は適用しない旨定める。 
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（３）ア 措置法６６条の６第７項（平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同じ。）

は、同条３項（中略）の規定は、政令で定めるところにより、確定申告書にこれらの

規定の適用がある旨を記載した書面（以下、後記イの措置法６８条の９０第７項〔平

成２７年法律第９号による改正前のもの及び平成２９年法律第４号による改正前のも

の〕に規定された書面と併せて「適用除外記載書面」という。）を添付し、かつ、そ

の適用があることを明らかにする書類その他の資料（以下「資料等」ともいう。）を

保存している場合に限り、適用する旨定める。 

イ 措置法６８条の９０第７項（平成２７年法律第９号による改正前のもの及び平成２

９年法律第４号による改正前のもの。以下同じ。）は、同条３項（中略）の規定は、

（引用者注：平成２７年法律第９号による改正前のものにつき、中略）連結確定申告書

にこれらの規定の適用がある旨を記載した書面（適用除外記載書面）を添付し、かつ、

その適用があることを明らかにする書類その他の資料（資料等）を連結法人又は当該連

結法人に係る連結親法人が保存している場合に限り、適用する旨定める。 

（４）ア 措置法６６条の６第８項（平成２９年法律第４号による改正前のもの。以下同じ。）

は、税務署長は、同条７項の書面の添付がない確定申告書の提出があり、又は同項の資

料等の保存がなかった場合においても、その添付又は保存がなかったことについてやむ

を得ない事情があると認めるときは、当該書面及び資料等の提出があった場合に限り、

同条３項（中略）の規定を適用することができる旨定める（なお、同規定は、平成２７

年法律第９号による改正により設けられたものである。） 

イ 措置法６８条の９０第８項（平成２９年法律第４号による改正前のもの。以下同

じ。）は、税務署長は、同条７項の書面の添付がない連結確定申告書の提出があり、又

は同項の資料等の保存がなかった場合においても、その添付又は保存がなかったことに

ついてやむを得ない事情があると認めるときは、当該書面及び資料等の提出があった場

合に限り、同条３項（中略）の規定を適用することができる旨定める（なお、同規定は、

平成２７年法律第９号による改正により設けられたものである。）。 

２ 外国子会社合算税制の適用に係る外国税額控除に関するもの 

（１）ア 措置法６６条の７第１項（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下同

じ。）前段は、措置法６６条の６第１項各号に掲げる内国法人が、同項（中略）の規定

の適用を受ける場合には、当該内国法人に係る特定外国子会社等の所得に対して課され

る外国法人税（法人税法６９条１項に規定する外国法人税をいう。）の額のうち、当該

特定外国子会社等の課税対象金額に対応するもの（当該課税対象金額に相当する金額を

限度とする。）として政令で定めるところにより計算した金額（中略）は、政令で定め

るところにより、当該内国法人が納付する控除対象外国法人税の額（同項に規定する控

除対象外国法人税の額をいう。）とみなして、同条（括弧内省略）の規定を適用する旨

定める。 

イ（ア）措置法６８条の９１第１項（平成２６年法律第１０号による改正前のもの）前

段は、措置法６８条の９０第１項各号に掲げる連結法人が、同項（中略）の規定の

適用を受ける場合には、当該連結法人に係る特定外国子会社等の所得に対して課さ

れる外国法人税（法人税法６９条１項に規定する外国法人税をいう。）の額のうち、

当該特定外国子会社等の個別課税対象金額に対応するもの（当該個別課税対象金額
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に相当する金額を限度とする。）として政令で定めるところにより計算した金額

（中略）は、政令で定めるところにより、当該連結法人が納付する個別控除対象外

国法人税の額（同法８１条の１５第１項に規定する個別控除対象外国法人税の額を

いう。）とみなして、同条（括弧内省略）の規定を適用する旨定める。 

（イ）措置法６８条の９１第１項（平成２９年法律第４号による改正前のもの。以下、

平成２６年法律第１０号による改正前のものと併せて、単に「措置法６８条の９１

第１項」という。）前段は、措置法６８条の９０第１項各号に掲げる連結法人が、

同項（中略）の規定の適用を受ける場合には、当該連結法人に係る特定外国子会社

等の所得に対して課される外国法人税（法人税法６９条１項に規定する外国法人税

をいう。）の額のうち、当該特定外国子会社等の個別課税対象金額に対応するもの

（当該個別課税対象金額に相当する金額を限度とする。）として政令で定めるとこ

ろにより計算した金額（中略）は、政令で定めるところにより、当該連結法人が納

付する個別控除対象外国法人税の額（同法８１条の１５第１項に規定する個別控除

対象外国法人税の額をいう。）とみなして、同条（括弧内省略）及び地方法人税法

１２条の規定を適用する旨定める。 

（２）ア 法人税法６９条１項（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）は、

内国法人が各事業年度において外国法人税（外国の法令により課される法人税に相当す

る税で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を納付することとなる場合には、当該事

業年度の所得の金額につき同法６６条１項から３項までの規定を適用して計算した金額

のうち当該事業年度の所得でその源泉が国外にあるものに対応するものとして政令で定

めるところにより計算した金額（以下「控除限度額」という。）を限度として、その外

国法人税の額（〔中略〕以下「控除対象外国法人税の額」という。）を当該事業年度の

所得に対する法人税の額から控除する旨定める。 

イ 法人税法８１条の１５第１項（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。以下

同じ。）は、連結法人が各連結事業年度において外国法人税（同法６９条１項に規定す

る外国法人税をいう。以下同じ。）を納付することとなる場合には、その外国法人税の

額（〔中略〕以下「個別控除対象外国法人税の額」という。）のうち、連結控除限度個

別帰属額（当該連結事業年度の連結所得の金額につき同法８１条の１２第１項から３項

までの規定を適用して計算した金額のうち当該連結事業年度の連結所得でその源泉が国

外にあるものに対応するものとして政令で定めるところにより計算した金額で、各連結

法人に帰せられる金額として政令で定めるところにより計算した金額をいう。以下同

じ。）に達するまでの金額を当該連結事業年度の連結所得に対する法人税の額から控除

する旨定める。 

（３）ア 法人税法６９条１５項は、同条１項の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求

書に同項の規定による控除を受けるべき金額及びその計算に関する明細を記載した書類

並びに控除対象外国法人税の額の計算に関する明細その他の財務省令で定める事項を記

載した書類（以下、後記イの法人税法８１条の１５第１項の規定による控除を受けるべ

き金額及びその計算に関する明細を記載した書類並びに個別控除対象外国法人税の額の

計算に関する明細その他の財務省令で定める事項を記載した書類と併せて「明細書」と

いう。）の添付があり、かつ、控除対象外国法人税の額を課されたことを証する書類そ
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の他の財務省令で定める書類を保存している場合に限り、適用する旨定めるとともに、

この場合において、同条１項の規定による控除をされるべき金額の計算の基礎となる控

除対象外国法人税の額その他の財務省令で定める金額は、税務署長において特別の事情

があると認める場合を除くほか、当該明細書に当該金額として記載された金額を限度と

する旨定める。 

イ 法人税法８１条の１５第９項は、同条１項の規定は、連結確定申告書、修正申告書

又は更正請求書に同項の規定による控除を受けるべき金額及びその計算に関する明細を

記載した書類並びに個別控除対象外国法人税の額の計算に関する明細その他の財務省令

で定める事項を記載した書類（明細書）の添付があり、かつ、個別控除対象外国法人税

の額を課されたことを証する書類その他の財務省令で定める書類を保存している場合に

限り、適用する旨定めるとともに、この場合において、同条１項の規定による控除をさ

れるべき金額の計算の基礎となる個別控除対象外国法人税の額その他の財務省令で定め

る金額は、税務署長において特別の事情があると認める場合を除くほか、当該明細書に

当該金額として記載された金額を限度とする旨定める。 

以上 
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（別紙３） 

被告主張額の根拠等 

１ 本件に係る法人税の各更正処分の根拠 

被告が主張する原告の平成２５年３月期及び平成２６年３月連結期ないし平成２８年３月連

結期の所得金額又は連結所得金額、納付すべき法人税額及び翌期へ繰り越す欠損金額又は翌期

へ繰り越す連結欠損金額は次のとおりである。 

なお、下記に記載の金額のうち、納付すべき税額の前に「△」を付したものは還付金額を表

す。 

（１）平成２５年３月期 

ア 所得金額（別表４－１④欄）  ２２億０２０３万５７８９円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）の金額を加算し、（ウ）の金額を減算した金額

である。 

（ア）所得金額（別表４－１①欄）  ２０億９１２９万２０６３円 

上記金額は、原告が平成２８年６月２１日に処分行政庁に対して提出した平成２５年

３月期の法人税に係る修正申告書（以下「平成２５年３月期修正申告書」という。）に

記載された所得金額（乙２・「１」欄）と同額である。 

（イ）本件各香港子会社に係る課税対象金額の益金算入金額（別表４－１②欄）  

５億５３７１万８６２８円 

上記金額は、次のａ及びｂの合計額であり、原告の特定外国子会社等である本件各香

港子会社に係る課税対象金額であり、措置法６６条の６第１項の規定に基づき原告の平

成２５年３月期の益金の額に算入すべき金額である。 

ａ Ｂ社に係る課税対象金額の益金算入額  ５億２４８７万５７３５円 

ｂ Ｃ社に係る課税対象金額の益金算入額  ２８８４万２８９３円 

（ウ）繰越欠損金の当期控除額（別表４－１③欄）  ４億４２９７万４９０２円 

上記金額は、前記（イ）の課税対象金額を原告の所得金額に加算したことに伴い、法

人税法５７条１項（平成２７年法律第９号による改正前のもの）の規定に基づき、原告

の当期所得金額から減算すべき金額である。 

イ 所得金額に対する法人税額（別表４－１⑤欄）  ５億６１５１万８９２５円 

上記金額は、前記アの所得金額（ただし、国税通則法〔以下「通則法」という。〕１１

８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）に、法人税

法６６条１項（平成２７年法律第９号による改正前のもの）に規定する税率（１００分

の２５．５の割合）を乗じて算出した金額である。 

ウ 法人税額から控除される所得税額等（別表４－１⑥欄）  ３億８８１８万１５３２円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）の金額を加算した金額である。 

（ア）法人税額から控除される所得税額等  ３億５９９４万２００７円 

上記金額は、法人税法６８条１項（平成２９年法律第４号による改正前のもの）の規

定により法人税額から控除される所得税の額９１２万９１０１円及び同法６９条１項の

規定により法人税額から控除される外国税額３億５０８１万２９０６円の合計額であり、

平成２５年３月期修正申告書に記載された金額（乙２・「１２」欄）と同額である。 
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（イ）法人税額から控除される所得税額等に新たに加算すべき金額 ２８２３万９５２５円 

上記金額は、本件各香港子会社に係る課税対象金額を原告の所得金額に加算したこと

（前記（１）ア（イ））に伴い、法人税法６９条１項の規定に基づき、平成２５年３月

期法人税額から控除される外国税額を再計算した結果、新たに加算すべき外国税額の控

除税額である。 

エ 納付すべき法人税額（別表４－１⑦欄）  １億７３３３万７３００円 

上記金額は、前記イの金額から前記ウの金額を差し引いた金額（ただし、通則法１１９

条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

オ 既に納付の確定した法人税額（別表４－１⑧欄）  １億７３３３万７４００円 

上記金額は、平成２５年３月期修正申告書に記載された金額（乙２・「１３」欄）と同

額である。 

カ 差引納付すべき法人税額（別表４－１⑨欄）  △１００円 

上記金額は、前記エの金額から前記オの金額を差し引いた金額である。 

キ 翌期へ繰り越す欠損金額（別表４－１⑩欄）      ６７億１１１９万４４１０円 

上記金額は、平成２５年３月期修正申告書に記載した翌期へ繰り越す欠損金額７１億５

４１６万９３１２円（乙２・「２７」欄）から、当期の欠損金の減少額４億４２９７万

４９０２円（前記ア（ウ））を減算した金額である。 

（２）平成２６年３月連結期 

ア 連結所得金額（別表４－２⑯欄）  ５１億８３９３万２６７４円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）及び（ウ）の金額を加算し、（エ）の金額を減

算したものである。 

（ア）連結修正申告における連結所得金額（別表４－２⑧欄）４１億１３６９万８３３６円 

上記金額は、原告が処分行政庁に対し平成２８年６月２１日に提出した連結修正申告

書（以下「平成２６年３月連結期修正申告書」という。）に記載された金額（乙３・

「１」欄）と同額である。 

（イ）本件各香港子会社に係る課税対象金額の益金算入金額（別表４－２⑨欄）  

６億３３４４万４７０２円 

上記金額は、次のａ及びｂの合計額であり、原告の特定外国子会社等である本件各香

港子会社に係る課税対象金額であり、措置法６８条の９０第１項に規定に基づき原告の

平成２６年３月連結期の益金の額に算入すべき金額である。 

ａ Ｂ社に係る課税対象金額の益金算入額  ６億０００９万４１５７円 

ｂ Ｃ社に係る課税対象金額の益金算入額  ３３３５万０５４５円 

（ウ）前記（イ）以外の加算金額の合計（別表４－２⑩欄）  ４億４５２８万５９３６円 

上記金額は、次のａないしｃの各金額の合計額であり、本件各香港子会社に係る課税

対象金額の益金算入金額（前記（イ））以外の加算金額の合計金額である。 

ａ 公租公課のうち損金の額に算入されない金額（連結子会社である株式会社Ｋ社

〔以下「Ｋ社」という。〕に係るもの）（別表４－２⑪欄）  ５０万８１７４円 

ｂ 個別控除対象外国法人税額の損金不算入額（Ｋ社に係るもの）（別表４－２⑫

欄）  １８０万２８６０円 

ｃ 繰越欠損金の損金算入過大額（別表４－２⑬欄）  ４億４２９７万４９０２円 
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上記金額は、平成２５年３月期更正処分に伴い、平成２６年３月連結期に繰り越

す連結欠損金が４億４２９７万４９０２円減少したことにより（前記（１）キ）、

繰越欠損金の損金算入額の過大額として、加算した金額である。 

（エ）事業税及び地方法人特別税の損金算入額（別表４－２⑮欄）  ８４９万６３００円 

上記金額は、平成２５年３月期更正処分により増加した所得金額に対応する事業税及

び地方法人特別税に相当する額として損金の額に算入されるものであり、原告の当期連

結所得金額から減算すべき額である。 

イ 連結所得金額に対する法人税額（別表４－２⑰欄）  １３億２１９０万２６６０円 

上記金額は、前記アの連結所得金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に基づき１０

００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）に、法人税法８１条の１２第１項（平成

２７年法律第９号による改正前のもの）に規定する税率（１００分の２５．５の割合）

を乗じて算出した金額である。 

ウ 法人税額から控除される所得税額等（別表４－２⑱欄）  ９億６５６３万２１５８円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）の金額を加算した金額である。 

（ア）法人税額から控除される所得税額等  ７億５７８２万３６７６円 

上記金額は、法人税法８１条の１４第１項（平成２９年法律第４号による改正前のもの。

以下同じ。）に規定する法人税額から控除される所得税額と法人税法８１条の１５第１項

及び同条３項に規定する法人税額から控除される外国税額との合計額であり、平成２６年

３月連結期修正申告書に記載された金額（乙３・「１２」欄）と同額である。 

（イ）法人税額から控除される所得金額等に新たに加算すべき金額 ２億０７８０万８４８２円 

上記金額は、平成２６年３月連結期の連結所得金額等の異動に伴い、法人税法８１条の

１５第１項及び同条３項の規定に基づき、平成２６年３月連結期法人税額から控除される

外国税額を再計算した結果、新たに加算すべき外国税額の控除税額である。 

エ 納付すべき法人税額（別表４－２⑲欄）  ３億５６２７万０５００円 

上記金額は、前記イの金額から前記ウの金額を差し引いた金額（ただし、通則法１１９

条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。以下、後記

「カ」も同じ。）である。 

オ 既に納付の確定した法人税額（別表４－２⑳欄）  ２億９１１６万９３００円 

上記金額は、平成２６年３月連結期修正申告書に記載された金額（乙３・「１３」欄）

と同額である。 

カ 差引納付すべき法人税額（別表４－２㉑欄）  ６５１０万１２００円 

上記金額は、前記エの金額から前記オの金額を差し引いた金額である。 

キ 翌期へ繰り越す連結欠損金額（別表４－２㉒欄）  ６億９６４３万７８５４円 

上記金額は、平成２６年３月連結期修正申告書に記載された翌期へ繰り越す連結欠損金

額６億９６４３万７８５４円（乙３・「２７」欄）と同額である。 

（３）平成２７年３月連結期 

ア 連結所得金額（別表４－３⑱欄）  ９８億８１５４万６３７６円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）及び（ウ）の金額を加算し、（エ）の金額を減

算したものである。 

（ア）更正の請求による更正における連結所得金額（別表４－３⑧欄）  
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９０億７５０８万９４８２円 

上記金額は、原告が処分行政庁に対し平成２８年６月２１日に提出した更正請求書に

基づき、平成２８年７月２９日付けで処分行政庁が行った法人税の更正処分に係る更正

通知書（以下「平成２８年７月２９日付け更正通知書」という。）に記載された金額

（乙４・「更正又は決定の金額」欄「１」欄）である。 

（イ）本件各香港子会社に係る課税対象金額の益金算入金額（別表４－３⑨欄）  

８億８６３３万７６２４円 

上記金額は、次のａ及びｂの合計額であり、原告の特定外国子会社等である本件各香

港子会社に係る課税対象金額であり、措置法６８条の９０第１項に規定に基づき原告の

平成２７年３月連結期の益金の額に算入すべき金額である。 

ａ Ｂ社に係る課税対象金額の益金算入額  ７億９０１７万５１８２円 

ｂ Ｃ社に係る課税対象金額の益金算入額  ９６１６万２４４２円 

（ウ）前記（イ）以外の加算金額の合計（別表４－３⑩欄）  ２７８万０２４４円 

ａ 公租公課のうち損金の額に算入されない金額（Ｋ社に係るもの）（別表４－３⑪

欄）  ５６万３５０１円 

ｂ 個別控除対象外国法人税額の損金不算入額（Ｋ社に係るもの）（別表４－３⑫

欄）  ２２１万６７４３円 

（エ）連結所得金額から減算すべき金額（別表４－３⑰欄）  ８２６６万０９７４円 

上記金額は、次のａ及びｂの合計額である。 

ａ 事業税及び地方法人特別税の損金算入額（別表４－３⑮欄） 

８２１５万２８００円 

上記金額は、平成２６年３月連結期更正処分により増加した連結所得金額に対応

する事業税及び地方法人特別税に相当する額として損金の額に算入されるものであ

り、原告の当期連結所得金額から減算すべき額である。 

ｂ 公租公課として損金の額に算入される金額（Ｋ社に係るもの）（別表４－３⑯

欄）  ５０万８１７４円 

イ 連結所得金額に対する法人税額（別表４－３⑲欄）  ２５億１９７９万４２３０円 

上記金額は、前記アの連結所得金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に基づき１０

００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）に、法人税法８１条の１２第１項（平成

２７年法律第９号による改正前のもの）に、規定する税率（１００分の２５．５の割

合）を乗じて算出した金額である。 

ウ 法人税額から控除される所得税額等（別表４－３⑳欄） １９億２７７７万６７７８円 

上記金額は、次の（ア）の金額から（イ）の金額を減算した金額である。 

（ア）法人税額から控除される所得税額等  １９億４５９８万４１３８円 

上記金額は、法人税法８１条の１４第１項に規定する法人税額から控除される所得税

額と法人税法８１条の１５第１項及び同条３項に規定する法人税額から控除される外国

税額との合計額であり、平成２８年７月２９日付け更正通知書に記載された金額（乙

４・「更正又は決定の金額」欄「１３」欄）と同額である。 

（イ）法人税額から控除される所得金額等に新たに減算すべき金額  １８２０万７３６０円 

上記金額は、平成２７年３月連結期の連結所得金額等の異動に伴い、法人税法８１条
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の１５第１項及び同条３項の規定に基づき、平成２７年３月連結期法人税額から控除さ

れる外国税額を再計算した結果、新たに加算すべき外国税額の控除税額である。 

エ 納付すべき法人税額（別表４－３㉑欄）  ５億９２０１万７４００円 

上記金額は前記イの金額から前記ウの金額を差し引いた金額（ただし、通則法１１９条

１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。以下、後記「カ」

も同じ。）である。 

オ 既に納付の確定した法人税額（別表４－３㉒欄）  ３億６８１６万３５００円 

上記金額は、平成２８年７月２９日付け更正通知書に記載された金額（乙４・「更正又

は決定の金額」欄「１８」欄）と同額である。 

カ 差引納付すべき法人税額（別表４－３㉓欄）  ２億２３８５万３９００円 

上記金額は、前記エの金額から前記オの金額を差し引いた金額である。 

キ 翌期へ繰り越す連結欠損金額（別表４－３㉔欄）  ４億７４４３万０４６４円 

上記金額は、平成２８年７月２９日付け更正通知書に記載された翌期へ繰り越す連結欠

損金額４億７４４３万０４６４円（乙４・「更正又は決定の金額」欄「２３」欄）と同

額である。 

（４）平成２８年３月連結期 

ア 連結所得金額（別表４－４㉖欄）  ７６億７６１３万１０３８円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）及び（ウ）の金額を加算し、（エ）の金額を減

算したものである。 

（ア）連結確定申告における連結所得金額（別表４－４⑧欄）  

６８億０７７９万４００３円 

上記金額は、原告が処分行政庁に対し平成２８年８月１日に提出した連結確定申告書

（以下「平成２８年３月連結期確定申告書」という。）に記載された金額（乙５・

「１」欄）と同額である。 

（イ）本件各香港子会社に係る課税対象金額の益金算入金額（別表４－４⑨欄）  

８億２３９７万３１９４円 

上記金額は、次のａ及びｂの合計額であり、原告の特定外国子会社等である本件各香

港子会社に係る課税対象金額であり、措置法６８条の９０第１項の規定に基づき原告の

平成２８年３月連結期の益金の額に算入すべき金額である。 

ａ Ｂ社に係る課税対象金額の益金算入額  ６億７２２４万６８２９円 

ｂ Ｃ社に係る課税対象金額の益金算入額  １億５１７２万６３６５円 

（ウ）前記（イ）以外の加算金額の合計（別表４－４⑩欄）  １億０８２７万８８６９円 

上記金額は、次のａないしｇの金額の合計額である。 

ａ ショー制作企画費等の損金算入過大額（連結子会社である株式会社Ｌ〔以下「Ｌ

社」という。〕に係るもの）（別表４－４⑪欄）  １３４０万４８６８円 

ｂ 減価償却超過額（Ｌ社に係るもの）（別表４－４⑫欄）  ６７３９万８６７３円 

ｃ 繰延資産の償却超過額（Ｌ社に係るもの）（別表４－４⑬欄） 

 ２３０３万５３２２円 

ｄ 控除対象外消費税額等の損金算入過大額（Ｌ社に係るもの）（別表４－４⑭） 

 ３５万６６５３円 



31 

ｅ 未払消費税等の減算金額の過大額（Ｌ社）（別表４－４⑮欄）８９万９３６８円 

ｆ 公租公課のうち損金の額に算入されない額（Ｋ社）（別表４－４⑯欄） 

５８万４００２円 

ｇ 個別控除対象外国法人税額の損金不算入額（Ｋ社）（別表４－４⑰欄） 

２５９万９９８３円 

（エ）減算金額の合計（別表４－４㉕欄）  ６３９１万５０２８円 

上記金額は次のａないしｆの合計額である。 

ａ 事業税及び地方法人特別税の損金算入額（別表４－４⑲欄）  

６１９１万０７００円 

上記金額は、平成２７年３月連結期更正処分により増加した連結所得金額に対応

する事業税及び地方法人特別税に相当する額として損金の額に算入されるものであ

り、原告の当期連結所得金額から減算すべき額である。 

ｂ 海外出張費の損金算入額（Ｌ社）（別表４－４⑳欄）  ３９万７７９０円 

ｃ 雑損失の損金算入額（Ｌ社）（別表４－４㉑欄）  ２０円 

ｄ 売上原価の計上もれ（Ｋ社）（別表４－４㉒欄）  １０４万３０００円 

ｅ 控除対象外消費税等の損金算入額（Ｋ社）（別表４－４㉓欄） １７円 

ｆ 公租公課として損金の額に算入される額（Ｋ社）（別表４－４㉔欄） 

５６万３５０１円 

イ 連結所得金額に対する法人税額（別表４－４㉗欄）  １８億３４５９万５３０９円 

上記金額は、前記アの連結所得金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に基づき１０

００円未満の端数金額を切り捨て後の金額）に、法人税法８１条の１２第１項（平成２

８年法律第１５号による改正前のもの）に規定する税率（１００分の２３．９の割合）

を乗じて算出した金額である。 

ウ 法人税額の特別控除額（別表４－４㉘欄）  ３３９２万６６５４円 

上記金額は、法人税額の特別控除額として法人税額から控除される金額であり、平成２

８年３月連結期確定申告書に記載した金額（乙５・「３」欄）と同額である。 

エ 法人税額から控除される所得税額等（別表４－４㉙欄）  ９億０３２７万９９４５円 

上記金額は、法人税法８１条の１４第１項に規定する法人税額から控除される所得税額

と法人税法８１条の１５第１項に規定する法人税額から控除される外国税額との合計額

であり、平成２８年３月連結期確定申告書に記載した金額（乙５・「１２」欄）と同額

である。 

オ 納付すべき法人税額（別表４－４㉚欄）  ８億９７３８万８７００円 

上記金額は、前記イの金額から前記ウ及び前記エの金額を差し引いた金額（ただし、通

則法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。以下、

後記「キ」も同じ。）である。 

カ 既に納付の確定した法人税額（別表４－４㉛欄）  ６億８９８５万６１００円 

上記金額は、平成２８年３月連結期確定申告書に記載した金額（乙５・「１３」欄）と

同額である。 

キ 差引納付すべき法人税額（別表４－４㉜欄）  ２億０７５３万２６００円 

上記金額は、前記オの金額から前記カの金額を差し引いた金額である。 
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ク 翌期へ繰り越す連結欠損金額（別表４－４㉝欄）  ４億５２１９万１００６円 

上記金額は、平成２８年３月連結期確定申告書に記載した翌期へ繰り越す欠損金額４億

５２１９万１００６円（乙５・「３１」欄）と同額である。 

２ 本件に係る法人税の各更正処分の適法性 

被告が主張する本件各事業年度の法人税に係る所得金額及び連結所得金額、納付すべき法人

税額、翌期へ繰り越す欠損金額及び翌期へ繰り越す連結欠損金額は、それぞれ前記１（１）な

いし（４）のとおりであるところ、これらはいずれも本件に係る法人税の各更正処分における

所得金額及び連結所得金額、納付すべき法人税額、翌期へ繰り越す欠損金額及び翌期へ繰り越

す連結欠損金額（甲１の１、１の３、１の６、１の８）とそれぞれ同額であるから、本件に係

る法人税の各更正処分は適法である。 

３ 本件に係る復興特別法人税の各更正処分の根拠 

被告が主張する本件に係る復興特別法人税の各更正処分に係る課税標準法人税額及び納付す

べき復興特別法人税額は、次のとおりである。 

（１）平成２５年３月課税事業年度 

ア 課税標準法品税額（別表５－１③欄）  ５億６１５１万８０００円 

上記金額は、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法（以下「復興財確法」という。）４７条１項（平成２６年法律第１

０号による改正前のもの。以下同じ。）に規定する課税標準法人税額であり、次の

（ア）の金額に（イ）の金額を加算した金額（通則法１１８条１項の規定に基づき１０

００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

（ア）基準法人税額（別表５－１①欄）  ５億３３２７万９４６０円 

上記金額は、原告が平成２８年６月２２日に処分行政庁に対して提出した平成２５年

３月課税事業年度の復興特別法人税に係る修正申告書（以下「平成２５年３月課税事業

年度復興税修正申告書」という。）の「基準法人税額」欄に記載された金額（乙６・

「１４」欄）と同額である。 

（イ）課税標準法人税額に加算すべき金額（別表５－１②欄）  ２８２３万９５２５円 

上記金額は、平成２５年３月課税事業年度の基準法人税額の増加額として、課税標準

法人税額に加算すべき金額であり、平成２５年３月期法人税における「法人税額から控

除される所得税額等に新たに加算すべき金額」（前記１（１）ウ（イ））と同額である。 

イ 課税標準法人税額に対する復興特別法人税額（別表５－１④欄）５６１５万１８００円 

上記金額は、前記アの課税標準法人税額５億６１５１万８０００円に復興財確法４８条

に規定する税率（１００分の１０）を乗じて計算した金額である。 

ウ 復興特別法人税額から控除される控除税額（別表５－１⑤欄） ３７９１万１９９２円 

上記金額は、次の（ア）の金額に（イ）の金額を加算した金額である。 

（ア）修正申告における復興特別法人税額から控除される控除税額  ３５０８万８０７２円 

上記金額は、平成２５年３月課税事業年度復興税修正申告書に記載された金額（乙６・

「３」欄）と同額である。 

（イ）復興特別法人税額から新たに控除すべき金額  ２８２万３９２０円 

上記金額は、本件各香港子会社に係る課税対象金額を原告の所得金額に加算したこと

（前記１（１）ア（イ））に伴い、復興財確法５０条１項の規定に基づき、平成２５年３
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月課税事業年度の復興特別法人税額から控除される外国税額を再計算した結果、新たに生

じた外国税額の控除税額である。 

エ 納付すべき復興特別法人税額（別表５－１⑥欄）  １８２３万９８００円 

上記金額は、前記イの金額５６１５万１８００円から前記ウの金額３７９１万１９９２

円を控除した金額（通則法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数を切り捨て

た後の金額）である。 

オ 既に納付の確定した復興特別法人税額（別表５－１⑦欄）  １８２３万９８００円 

上記金額は、平成２５年３月課税事業年度復興税修正申告書に記載された金額（乙６・

「４」欄）と同額である。 

カ 差引納付すべき復興特別法人税額（別表５－１⑧欄）  ０円 

上記金額は、前記エの金額から前記オの金額を差し引いた金額である。 

（２）平成２６年３月課税事業年度 

ア 課税標準法人税額（別表５－２③欄）  １３億２１９０万２０００円 

上記金額は、復興財確法４７条１項に規定する課税標準法人税額であり、次の（ア）の

金額に（イ）の金額を加算した金額（通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未

満の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

（ア）基準法人税額（別表５－２①欄）  １０億４８９９万２９９０円 

上記金額は、原告が平成２８年６月２１日に処分行政庁に対して提出した平成２６年３

月課税事業年度の復興特別法人税に係る修正申告書（以下「平成２６年３月課税事業年度

復興税修正申告書」という。）に記載された金額（乙７・「１４」欄）と同額である。 

（イ）課税標準法人税額に加算すべき金額（別表５－２②欄）  ２億７２９０万９６７０円 

上記金額は、平成２６年３月課税事業年度の基準法人税額の増加額として、課税標準法

人税額に加算すべき金額であり、前記１（２）イで算出された「連結所得金額の対する法

人税額」１３億２１９０万２６６０円と平成２６年３月連結期修正申告書に記載された法

人税額１０億４８９９万２９９０円（乙３・「２」欄）との差額である。 

イ 課税標準法人税額に対する復興特別法人税額（別表５－２④欄）  

１億３２１９万０２００円 

上記金額は、前記アの課税標準法人税額１３億２１９０万２０００円に復興財確法４８

条に規定する税率（１００分の１０）を乗じて計算した金額である。 

ウ 復興特別法人税額から控除される控除税額（別表５－２⑤欄）  １０１万４４５０円 

上記金額は、平成２６年３月連結期更正処分（前記１（２）ア（イ）ないし（エ））に

伴い、復興財確法５０条２項の規定に基づき、平成２６年３月課税事業年度の復興特別

法人税額から控除される外国税額を再計算した結果生じた復興特別法人税額から控除さ

れる外国税額の控除額６０万９５４７円と復興財確法４９条３項の規定により復興特別

法人税額から控除される復興特別所得税の控除額４０万４９０３円との合計額である。 

エ 納付すべき復興特別法人税額（別表５－２⑥欄）  １億３１１７万５７００円 

上記金額は、前記イの金額１億３２１９万０２００円から前記ウの金額１０１万４４５

０円を控除した金額（通則法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数を切り捨

てた後の金額）である。 

オ 既に納付の確定した復興特別法人税額（別表５－２⑦欄）   ３０６４万０３００円 
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上記金額は、平成２６年３月課税事業年度復興税修正申告書に記載された金額（乙７・

「４」欄）と同額である。 

カ 差引納付すべき復興特別法人税額（別表５－２⑧欄）  １億００５３万５４００円 

上記金額は、前記エの金額から前記オの金額を差し引いた金額である。 

４ 本件に係る復興特別法人税の各更正処分の適法性 

被告が主張する原告の平成２５年３月課税事業年度及び平成２６年３月課税事業年度の復興

特別法人税に係る課税標準法人税額及び納付すべき復興特別法人税額は、前記３（１）及び

（２）のとおりであるところ、これらはいずれも本件に係る復興特別法人税の各更正処分にお

ける課税標準法人税額及び納付すべき復興特別法人税額（甲１の２、１の４）とそれぞれ同額

であるから、本件に係る復興特別法人税の各更正処分はいずれも適法である。 

５ 本件に係る地方法人税の更正処分の根拠 

被告が主張する原告の平成２８年３月課税事業年度の地方法人税に係る課税標準法人税額及

び納付すべき地方法人税額は、次のとおりである。 

（１）課税標準法人税額（別表６③欄）  １８億００６６万８０００円 

上記金額は、地方法人税法９条１項に規定する課税標準法人税額であり、次のアの金額

にイの金額を加算した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満

の端数金額を切り捨てた後の金額）である。 

ア 確定申告における基準法人税額（別表６①欄）  １５億９３１３万６１１２円 

上記金額は、原告が処分行政庁に対し平成２８年８月１日に提出した地方法人税連結確

定申告書（以下「平成２８年３月課税事業年度地方法人税申告書」という。）に記載さ

れた金額（乙５・「３２」欄）と同額である。 

イ 課税標準法人税額に加算すべき金額（別表６②欄）  ２億０７５３万２５４３円 

上記金額は、前記１（４）イにより算出された法人税額１８億３４５９万５３０９円か

ら前記１（４）ウの法人税額の特別控除３３９２万６６５４円を控除した金額である１

８億００６６万８６５５円と前記アの基準法人税額１５億９３１３万６１１２円との差

額であり、当期の基準法人税額の増加額として、課税標準法人税額に加算すべき金額で

ある。 

（２）課税標準法人税額に対する地方法人税（別表６④欄）  ７９２２万９３９２円 

上記金額は、前記（１）の課税標準法人税額に地方法人税法（平成２８年法律第１５号

による改正前のもの）１０条１項に規定する税率（１００分の４．４の割合）を乗じて計

算した金額である。 

（３）納付すべき地方法人税額（別表６⑤欄）  ７９２２万９３００円 

上記金額は、前記（２）の金額（ただし、通則法１１９条１項の規定に基づき１００円

未満の端数を切り捨てた後の金額）である。 

（４）既に納付の確定した地方法人税額（別表６⑥欄）  ７００９万７９００円 

上記金額は、平成２８年３月課税事業年度地方法人税申告書に記載された金額（乙５・

「４０」欄）と同額である。 

（５）差引納付すべき地方法人税額（別表６⑦欄）           ９１３万１４００円 

上記金額は、前記（３）の金額から前記（４）の金額を控除した金額であり、原告が新

たに納付すべき地方法人税額である。 
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６ 本件に係る地方法人税の更正処分の適法性 

被告が主張する原告の平成２８年３月課税事業年度の地方法人税に係る課税標準法人税額及

び納付すべき地方法人税額は、それぞれ前記５（１）ないし（５）のとおりであるところ、こ

れらはいずれも本件に係る地方法人税の更正処分における課税標準法人税額及び納付すべき地

方法人税額（甲１の９・１枚目「更正又は決定の金額」欄の「３」及び「１２」欄）とそれぞ

れ同額であるから、本件に係る地方法人税の更正処分は適法である。 

７ 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性 

（１）本件各賦課決定処分の根拠 

前記２、４及び６のとおり、平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年３月連結

期更正処分、平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分及び平成２８年３月課税事業年

度地方法人税更正処分はいずれも適法であるところ、原告が平成２６年３月連結期更正処

分ないし平成２８年３月連結期更正処分、平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分及

び平成２８年３月課税事業年度地方法人税更正処分により新たに納付すべき法人税額、復

興特別法人税額及び地方法人税額については、その計算の基礎となった事実について、原

告がこれを計算の基礎としなかったことに、通則法６５条４項（平成２８年法律第１５号

による改正前のもの）に規定する「正当な理由」があるとは認められない。 

したがって、平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年３月連結期更正処分、平

成２６年３月課税事業年度復興税更正処分及び平成２８年３月課税事業年度地方法人税更

正処分に伴って原告に賦課されるべき過少申告加算税の額は、それぞれ次のアないしオの

とおりである。 

ア 平成２６年３月連結期更正処分による過少申告加算税の額    ６５１万００００円 

上記金額は、平成２６年３月連結期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなっ

た法人税額６５１０万１２００円（甲１の３・１枚目「更正又は決定の金額」欄の「２

０」欄。ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた後

の金額）に通則法６５条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同

じ。）の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

イ 平成２７年３月連結期更正処分による過少申告加算税の額   ２２３８万５０００円 

上記金額は、平成２７年３月連結期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなっ

た法人税額２億２３８５万３９００円（甲１の６・１枚目「更正又は決定の金額」欄の

「２０」欄。ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨て

た後の金額）に通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出し

た金額である。 

ウ 平成２８年３月連結期更正処分による過少申告加算税の額   ２０７５万３０００円 

上記金額は、平成２８年３月連結期更正処分により原告が新たに納付すべきこととなっ

た法人税額２億０７５３万２６００円（甲１の８・１枚目「更正又は決定の金額」欄の

「２０」欄。ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨て

た後の金額）に通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出し

た金額である。 

エ 平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分による過少申告加算税の額 

１０７７万２０００円 
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上記金額は、平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分に係る過少申告加算税の額で

あり、通則法６５条１項及び同条２項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。

以下同じ。）に基づき算定された下記（ア）及び（イ）の合計額である。 

（ア）通常分の過少申告加算税の額               １００５万３０００円 

上記金額は、平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分により原告が新たに納付す

べきこととなった復興特別法人税額１億００５３万５４００円（甲１の４・１枚目「更

正又は決定の金額」欄の「１２」欄。ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万

円未満の端数を切り捨てた後の金額）に通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１

０の割合を乗じて算出した金額である。 

（イ）加重分の過少申告加算税の額                 ７１万９０００円 

上記金額は、通則法６５項２項の規定に基づき、原告が平成２６年３月課税事業年度

復興税更正処分により新たに納付すべきこととなった復興特別法人税額１億００５３万

５４００円（甲１の４・１枚目「更正又は決定の金額」欄の「１２」欄。ただし、通則

法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた後の金額）のうち、期限

内申告税額８６１４万６１５８円（乙７・「７」欄及び「８」欄の合計額）を超える部

分の金額１４３８万３８４２円（ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未

満の端数を切り捨てた後の金額）に１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

オ 平成２８年３月課税事業年度地方法人税更正処分による過少申告加算税の額 

９１万３０００円 

上記金額は、平成２８年３月課税事業年度地方法人税更正処分により原告が新たに納付

すべきこととなった地方法人税額９１３万１４００円（甲１の９・１枚目「更正又は決

定の金額」欄の「１４」欄。ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の

端数を切り捨てた後の金額）に通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額である。 

（２）本件各賦課決定処分の適法性 

被告が主張する平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年３月連結期更正処分、

平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分及び平成２８年３月課税事業年度地方法人税

更正処分に係る各過少申告加算税の額は、それぞれ前記（１）アないしオのとおりである

ところ、これらはいずれも、平成２６年３月連結期更正処分ないし平成２８年３月連結期

更正処分、平成２６年３月課税事業年度復興税更正処分及び平成２８年３月課税事業年度

地方法人税更正処分における各過少申告加算税の額（甲１の３、１の４、１の６、１の８

及び１の９の各１枚目・「この通知により納付すべき又は減少（－印）する税額」欄の

「過少申告加算税」欄）と同額であるから、本件各賦課決定処分はいずれも適法である。 

以上 
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別表１ 

法人税更正処分等に係る課税の経緯 

１ 平成２５年３月期 （単位：円） 

区分 年月日 
所得金額 

（Ａ） 

納付すべき税額 

（Ｂ） 

翌期へ繰り越す欠損金額

（Ｃ） 

過少申告加算税 

（Ｄ） 

確定申告 ① 平成25年6月28日 2,086,643,889 135,888,300 7,964,305,897 － 

修正申告① ② 平成25年8月12日 2,086,643,889 171,035,200 7,964,305,897 － 

修正申告② ③ 平成26年5月30日 2,091,667,932 172,316,300 7,893,174,127 － 

修正申告③ ④ 平成28年6月21日 2,091,292,063 173,337,400 7,154,169,312 － 

平成25年3月期 
更正処分 

⑤ 平成29年12月15日 2,202,035,789 173,337,300 6,711,194,410 － 

再調査請求 ⑥ 平成30年3月13日 一部取消し － 

再調査決定 ⑦ 平成30年6月6日 棄却 － 

審査請求 ⑧ 平成30年7月9日 一部取消し － 

審査裁決 ⑨ 令和元年6月20日 棄却 － 

２ 平成２６年３月連結期 （単位：円） 

区分 年月日 
所得金額 

（Ａ） 

納付すべき税額 

（Ｂ） 

翌期へ繰り越す欠損金額

（Ｃ） 

過少申告加算税 

（Ｄ） 

連結確定申告 ① 平成26年7月31日 3,378,285,493 237,350,300 696,437,854 －

修正申告 ② 平成28年6月21日 4,113,698,336 291,169,300 696,437,854 － 

平成26年3月連結期

更正処分等 
③ 平成29年12月15日 5,183,932,574 356,270,500 696,437,854 6,510,000

再調査請求 ④ 平成30年3月13日 一部取消し 

再調査決定 ⑤ 平成30年6月6日 棄却 

審査請求 ⑥ 平成30年7月9日 一部取消し 

審査裁決 ⑦ 令和元年6月20日 棄却 

３ 平成２７年３月連結期 （単位：円）

区分 年月日
所得金額 
（Ａ）

納付すべき税額 
（Ｂ）

翌期へ繰り越す欠損金額
（Ｃ）

過少申告加算税 
（Ｄ）

連結確定申告 ① 平成27年7月31日 9,082,205,095 1,299,139,500 474,430,464 － 

更正の請求 ② 平成28年6月21日 9,075,089,482 368,163,500 474,430,464 － 

更正処分 ③ 平成28年7月29日 9,075,089,482 368,163,500 474,430,464 － 

平成27年3月連結期

更正処分等 
④ 平成29年12月15日 9,881,546,376 592,017,400 474,430,464 22,385,000

再調査請求 ⑤ 平成30年3月13日 一部取消し 

再調査決定 ⑥ 平成30年6月6日 棄却 

審査請求 ⑦ 平成30年7月9日 一部取消し 

審査裁決 ⑧ 令和元年6月20日 棄却 
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４ 平成２８年３月連結期  

（単位：円）

区分 年月日 
所得金額 
（Ａ） 

納付すべき税額 
（Ｂ） 

翌期へ繰り越す欠損金額
（Ｃ） 

過少申告加算税 
（Ｄ） 

連結確定申告 ① 平成28年8月1日 6,807,794,003 689,856,100 452,191,006 － 

平成28年3月連結期

更正処分等 
② 平成29年12月15日 7,676,131,038 897,388,700 452,191,006 20,753,000

再調査請求 ③ 平成30年3月13日 一部取消し 

再調査決定 ④ 平成30年6月6日 棄却 

審査請求 ⑤ 平成30年7月9日 一部取消し 

審査裁決 ⑥ 令和元年6月20日 棄却 
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別表２ 

復興特別法人税更正処分等に係る課税の経緯 

１ 平成２５年３月課税事業年度  （単位：円）

区分 年月日 
課税標準法人税額 

（Ａ） 

納付すべき税額 

（Ｂ） 

過少申告加算税 

（Ｃ） 

確定申告 ① 平成25年6月28日 532,093,000 14,494,900 － 

修正申告① ② 平成25年8月12日 532,093,000 18,009,500 － 

修正申告② ③ 平成26年5月30日 533,375,000 18,137,700 － 

修正申告③ ④ 平成28年6月22日 533,279,000 18,239,800 － 

平成25年3月課税事業 

年度復興税更正処分 
⑤ 平成29年12月15日 561,518,000 18,239,800 － 

再調査請求 ⑥ 平成30年3月13日 一部取消し － 

再調査決定 ⑦ 平成30年6月6日 棄却 － 

審査請求 ⑧ 平成30年7月9日 一部取消し － 

審査裁決 ⑨ 令和元年6月20日 棄却 － 

２ 平成２６年３月課税事業年度  （単位：円）

区分 年月日 
課税標準法人税額 

（Ａ） 

納付すべき税額 

（Ｂ） 

過少申告加算税 

（Ｃ） 

確定申告 ① 平成26年7月31日 861,462,000 25,258,400 － 

修正申告 ② 平成28年6月21日 1,048,992,000 30,640,300 － 

平成26年3月課税事業 

年度復興税更正処分等 
③ 平成29年12月15日 1,321,902,000 131,175,700 10,772,000

再調査請求 ④ 平成30年3月13日 一部取消し 

再調査決定 ⑤ 平成30年6月6日 棄却 

審査請求 ⑥ 平成30年7月9日 一部取消し 

審査裁決 ⑦ 令和元年６月20日 棄却 
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別表３ 

地方法人税更正処分等に係る課税の経緯 

平成２８年３月課税事業年度 （単位：円）

区分 年月日 
課税標準法人税額 

（Ａ） 

納付すべき税額 

（Ｂ） 

過少申告加算税 

（Ｃ） 

連結確定申告 ① 平成28年8月1日 1,593,136,000 70,097,900 － 

平成28年3月課税事業年

度地方法人税更正処分等
② 平成29年12月15日 1,800,668,000 79,229,300 913,000

再調査請求 ③ 平成30年3月13日 一部取消し 

再調査決定 ④ 平成30年6月6日 棄却 

審査請求 ⑤ 平成30年7月9日 一部取消し 

審査裁決 ⑥ 令和元年6月20日 棄却 
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別表４－１ 平成２５年３月期の法人税に係る所得金額、納付すべき法人税額及び翌期へ繰り越す欠損金額 

（単位：円） 

項目名 金額 

所
得
金
額

修正申告における所得金額 ① 2,091,292,063

加算 

金額 
特定外国子会社等の課税対象金額の益金算入額 ② 553,718,628

減算 

金額 
繰越欠損金の当期控除額の増加額 ③ 442,974,902

所得金額（①＋②－③） ④ 2,202,035,789

所得金額に対する法人税額 ⑤ 561,518,925

法人税額から控除される所得税額等 ⑥ 388,181,532

納付すべき法人税額（⑤－⑥） ⑦ 173,337,300

既に納付の確定した法人税額 ⑧ 173,337,400

差引納付すべき法人税額（⑦－⑧） ⑨ △100

翌期へ繰り越す欠損金額 ⑩ 6,711,194,410

※ ⑦の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたものである。 

※ △を付した金額は還付金額を意味する。 
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別表４－２ 平成２６年３月連結期の法人税に係る連結所得金額、納付すべき法人税額及び翌期へ繰り越す連結欠損金額 

（単位：円）

項目名 金額 

連
結
所
得
金
額

修
正
申
告
書

連結親法人の所得金額 原告 ① 4,523,551,238

連結子法人の所得金額 

（株）Ｌ ②

（株）Ｋ ③

（株）Ｍ ④

Ｎ（株） ⑤

（株）Ｏ ⑥

（株）Ｐ ⑦

修正申告書における連結所得金額（①ないし⑦の合計額） ⑧ 4,113,698,336

加
算
金
額

特定外国子会社等の個別課税対象金額の益金算入額 ⑨ 633,444,702

上記⑨以外の加算金額の合計額（⑪ないし⑬の合計額） ⑩ 445,285,936

公租公課のうち損金の額に算入されない額 ⑪ 508,174

個別控除対象外国法人税額の損金不算入額 ⑫ 1,802,860

繰越欠損金の損金算入額の過大額 ⑬ 442,974,902

連結所得金額に加算すべき金額の合計額（⑨＋⑩） ⑭ 1,078,730,638

金減

額算
事業税等の損金算入額 ⑮ 8,496,300

連結所得金額（⑧＋⑭－⑮） ⑯ 5,183,932,674

連結所得金額に対する法人税額 ⑰ 1,321,902,660

法人税額から控除される所得税額等 ⑱ 965,632,158

納付すべき法人税額（⑰－⑱） ⑲ 356,270,500

既に納付の確定した法人税額 ⑳ 291,169,300

差引納付すべき法人税額（⑲－⑳） ㉑ 65,101,200

翌期へ繰り越す連結欠損金額 ㉒ 696,437,854

※ ⑲の金額は国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てたものである。 

※ △を付した金額は欠損金額を意味する。 
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別表４－３ 平成２７年３月連結期の法人税に係る連結所得金額、納付すべき法人税額及び翌期へ繰り越す連結欠損

金額 

（単位：円） 

項目名 金額 

連
結
所
得
金
額

更
正
の
請
求
に
基
づ
く
更
正
処
分

連結親法人の所得金額 原告 ① 9,584,271,381

連結子法人の所得金額 

（株）Ｌ ②

（株）Ｋ ③

（株）Ｍ ④

Ｎ（株） ⑤

（株）Ｏ ⑥

（株）Ｐ ⑦

更正の請求に基づく更正処分における連結所得金額（①ないし⑦の合計額） ⑧ 9,075,089,482

加
算
金
額

特定外国子会社等の個別課税対象金額の益金算入額 ⑨ 886,337,624

上記⑨以外の加算金額の合計額（⑪ないし⑬の合計額） ⑩ 2,780,244

公租公課のうち損金の額に算入されない額 ⑪ 563,501

個別控除対象外国法人税額の損金不算入額 ⑫ 2,216,743

繰越欠損金の損金算入額の過大額 ⑬ 0

連結所得金額に加算すべき金額の合計額（⑨＋⑩） ⑭ 889,117,868

減
算
金
額

事業税等の損金算入額 ⑮ 82,152,800

公租公課として損金の額に算入される額 ⑯ 508,174

連結所得金額から減算すべき金額の合計額（⑮＋⑯） ⑰ 82,660,974

連結所得金額（⑧＋⑭－⑰） ⑱ 9,881,546,376

連結所得金額に対する法人税額 ⑲ 2,519,794,230

法人税額から控除される所得税額等 ⑳ 1,927,776,778

納付すべき法人税額（⑲－⑳） ㉑ 592,017,400

既に納付の確定した法人税額 ㉒ 368,163,500

差引納付すべき法人税額（㉑－㉒） ㉓ 223,853,900

翌期へ繰り越す連結欠損金額 ㉔ 474,430,464

※ ㉑の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたものである。 

※ △を付した金額は欠損金額を意味する。 
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別表４－４ 平成２８年３月連結期の法人税に係る連結所得金額、納付すべき法人税額及び翌期へ繰り越す連結欠損金額 

（単位：円） 

項目名 金額 

連
結
所
得
金
額

連
結
確
定
申
告
書

連結親法人の所得金額 原告 ① 7,054,831,141

連結子法人の所得金額 

（株）Ｌ ②

（株）Ｋ ③

（株）Ｍ ④

Ｎ（株） ⑤

（株）Ｏ ⑥

（株）Ｐ ⑦

連結確定申告書における連結所得金額（①ないし⑦の合計額） ⑧ 6,807,794,003

加
算
金
額

特定外国子会社等の個別課税対象金額の益金算入額 ⑨ 823,973,194

上記⑨以外の加算金額の合計額（⑪ないし⑰の合計額） ⑩ 108,278,869

ショー制作企画費等の損金算入過大額 ⑪ 13,404,868

減価償却超過額 ⑫ 67,398,673

繰延資産の償却超過額 ⑬ 23,035,322

控除対象外消費税額等の損金算入過大額 ⑭ 356,653

未払消費税等の減算金額の過大額 ⑮ 899,368

公租公課のうち損金の額に算入されない額 ⑯ 584,002

個別控除対象外国法人税額の損金不算入額 ⑰ 2,599,983

連結所得金額に加算すべき金額の合計額（⑨＋⑩） ⑱ 932,252,063

減
算
金
額

事業税等の損金算入額 ⑲ 61,910,700

海外出張費の損金算入額 ⑳ 397,790

雑損失の損金算入額 ㉑ 20

売上原価の計上もれ ㉒ 1,043,000

控除対象外消費税額等の損金算入額 ㉓ 17

公租公課として損金の額に算入される額 ㉔ 563,501

連結所得金額から減算すべき金額の合計額（⑲ないし㉔） ㉕ 63,915,028

連結所得金額（⑧＋⑱－㉕） ㉖ 7,676,131,038

連結所得金額に対する法人税額 ㉗ 1,834,595,309

法人税額の特別控除額 ㉘ 33,926,654

法人税額から控除される所得税額等 ㉙ 903,279,945

納付すべき法人税額（㉗－㉘－㉙） ㉚ 897,388,700

既に納付の確定した法人税額 ㉛ 689,856,100

差引納付すべき法人税額（㉚－㉛） ㉜ 207,532,600

翌期へ繰り越す連結欠損金額 ㉝ 452,191,006

※ ㉚の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたものである。 

※ △を付した金額は欠損金額を意味する。 
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別表５－１ 平成２５年３月課税事業年度の復興特別法人税に係る課税標準法人税額及び納付すべき復興特別法人税額 

（単位：円） 

項目名 金額 

課
税
標
準
法
人
税
額

修正申告における基準法人税額 ① 533,279,460

課税標準法人税額に加算される法人税額 ② 28,239,525

課税標準法人税額（①＋②） ③ 561,518,000

課税標準法人税額に対する復興特別法人税額 ④ 56,151,800

復興特別法人税額から控除される復興特別所得税の額 ⑤ 37,911,992

納付すべき復興特別法人税額（④－⑤） ⑥ 18,239,800

既に納付の確定した復興特別法人税額 ⑦ 18,239,800

差引納付すべき復興特別法人税額（⑥－⑦） ⑧ 0

※③の金額は国税通則法118条１項の規定に基づき1000円未満の端数を切り捨てたものである。 

※⑥の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたものである。 

別表５－２ 平成２６年３月課税事業年度の復興特別法人税に係る課税標準法人税額及び納付すべき復興特別法人税額 

（単位：円） 

項目名 金額 

課
税
標
準
法
人
税
額

修正申告における基準法人税額 ① 1,048,992,990

課税標準法人税額に加算される法人税額 ② 272,909,670

課税標準法人税額（①＋②） ③ 1,321,902,000

課税標準法人税額に対する復興特別法人税額 ④ 132,190,200

復興特別法人税額から控除される復興特別所得税の額 ⑤ 1,014,450

納付すべき復興特別法人税額（④－⑤） ⑥ 131,175,700

既に納付の確定した復興特別法人税額 ⑦ 30,640,300

差引納付すべき復興特別法人税額（⑥－⑦） ⑧ 100,535,400

※③の金額は国税通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の端数を切り捨てたものである。 

※⑥の金額は国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てたものである。 
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別表６ 平成２８年３月課税事業年度の地方法人税に係る課税標準法人税額及び納付すべき地方法人税額 

（単位：円） 

項目名 金額 

課
税
標
準
法
人
税
額

確定申告における基準法人税額 ① 1,593,136,112

課税標準法人税額に加算される法人税額 ② 207,532,543

課税標準法人税額（①+②） ③ 1,800,668,000

課税標準法人税額に対する地方法人税額 ④ 79,229,392

納付すべき地方法人税額 ⑤ 79,229,300

既に納付の確定した地方法人税額 ⑥ 70,097,900

差引納付すべき地方法人税額（⑤－⑥） ⑦ 9,131,400

※③の金額は国税通則法118条１項の規定に基づき1000円未満の端数を切り捨てたものである。 

※⑤の金額は国税通則法119条１項により100円未満の端数を切り捨てたものである。 
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別表７－１ Ｂ社の香港における租税負担割合 

項目  B社平成24年12月期 B社平成25年12月期 B社平成26年12月期 B社平成27年12月期

決算上の利益の額 ① 55,993,177 59,025,900 64,673,285 60,042,073

本店所在地国にお 

ける課税所得金額 
② 56,462,046 60,408,098 65,449,103 59,790,335

非課税所得の金額 ③ 8,812 13,147 10,483 418,778

所得の金額 

（②＋③） 
④ 56,470,858 60,421,245 65,459,586 60,209,113

租税の額 ⑤ 9,306,237 9,957,336 10,779,101 9,845,405

所得に対する租税負担

割合（⑤／④）（％）
⑥ 16.47 16.47 16.46 16.35

※⑥欄以外の単位は香港ドルである。 

※上記表中の所得に対する租税負担割合の各割合は、小数点第4位以下を切り捨てたものである。 

※「Ｂ社平成24年12月期」①欄の金額は、乙34号証（25枚目）「課税所得計算書」の「税引前利益」欄による。 

※「Ｂ社平成24年12月期」②欄の金額は、乙34号証（23枚目）「2012／13年度確定税額及び2013／14年度暫定課税額納付通知」の「課

税所得」欄による。 

※「Ｂ社平成24年12月期」③欄の金額は、乙34号証（25枚目）「課税所得計算書」の「控除対象の銀行利息収入」欄による。 

※「Ｂ社平成24年12月期」⑤欄の金額は、乙34号証（22枚目）「2012／13年度確定税額及び2013／14年度暫定課税額納付通知」の「20

12／13課税確定額（裏面明細ご参照）」欄による。 

※「Ｂ社平成25年12月期」①欄の金額は、乙35号証（27枚目）「利益及び法人税額の調整」の「税引前利益」欄による。 

※「Ｂ社平成25年12月期」②欄の金額は、乙35号証（25枚目）「2013／14確定税額及び2014/15暫定課税額納付通知」の「課税所得」

欄による。 

※「Ｂ社平成25年12月期」③欄の金額は、乙35号証（27枚目）「利益及び法人税額の調整」の「その他の収入」欄による。 

※「Ｂ社平成25年12月期」⑤欄の金額は、乙35号証（24枚目）「2013／14確定税額及び2014／15暫定課税額納付通知」の「2013／14課

税確定額（裏面の計算明細を参照）」欄による。 

※「Ｂ社平成26年12月期」①欄の金額は、乙36号証（30枚目)｢利益及び法人税額の調整｣の｢税引前利益｣欄による｡ 

※「Ｂ社平成26年12月期」②欄の金額は、乙36号証（28枚目）「2014／15確定税額及び2015／16暫定課税額納付通知」の「課税所得」

欄による。 

※「Ｂ社平成26年12月期」③欄の金額は、乙36号証（30枚目）「利益及び法人税額の調整」の「その他の収入」欄による。 

※「Ｂ社平成26年12月期」⑤欄の金額は、乙36号証（27枚目）「2014／15確定税額及び2015／16暫定課税額納付通知」の「2015／16課

税確定額（裏面の計算明細を参照）」欄による。 

※「Ｂ社平成27年12月期」①欄の金額は、乙37号証（29枚目）「利益及び法人税額の調整」の「税引前利益」欄による。 

※「Ｂ社平成27年12月期」②欄の金額は、乙37号証（27枚目）「2015／16確定税額及び2016／17暫定課税額納付通知」の「課税所得」

欄による。 

※「Ｂ社平成27年12月期」③欄の金額は、乙37号証（29枚目）「利益及び法人税額の調整」の「その他の収入」欄による。 

※「Ｂ社平成27年12月期」⑤欄の金額は、乙37号証（26枚目）「2015／16確定税額及び2016／17暫定課税額納付通知」の「2015／16課

税確定額（裏面の計算明細を参照）」欄による。 
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別表７－２ Ｃ社の香港における租税負担割合 

項目  C社平成24年12月期 C社平成25年12月期 C社平成26年12月期 C社平成27年12月期

決算上の利益の額 ① 2,397,557 3,241,076 6,159,351 10,736,696

本店所在地国にお 
ける課税所得金額 

② 2,173,847 3,298,360 6,776,759 11,298,480

非課税所得の金額 ③ 696 12,925 35,463 93,607

所得の金額 

（②＋③） 
④ 2,174,543 3,311,285 6,812,222 11,392,087

租税の額 ⑤ 348,684 534,229 1,098,165 1,844,249

所得に対する租税負担
割合（⑤／④）（％）

⑥ 16.03 16.13 16.12 16.18

※ ⑥欄以外の単位は香港ドルである。 

※ 上記表中の所得に対する租税負担割合の各割合は、小数点第４位以下を切り捨てたものである。 

※ 「Ｃ社平成24年12月期」①欄の金額は、乙38号証（24枚目）「課税所得計算書」の「税引前利益」欄による。 

※ 「Ｃ社平成24年12月期」②欄の金額は、乙38号証（22枚目）「2012／13確定税額及び2013／14暫定課税額納付通知」の「課税所

得」欄による。 

※ 「Ｃ社平成24年12月期」③欄の金額は、乙38号証（24枚目）「課税所得計算書」の「控除対象の銀行利息収入」欄による。 

※ 「Ｃ社平成24年12月期」⑤欄の金額は、乙38号証（21枚目）「2012／13確定税額及び2013／14暫定課税額納付通知」の「2012／13

課税確定額（裏面明細ご参照）」欄による。 

※ 「Ｃ社平成25年12月期」①欄の金額は、乙39号証（28枚目）「利益及び法人税額の調整」の「税引前利益」欄による。 

※ 「Ｃ社平成25年12月期」②欄の金額は、乙39号証（26枚目）「2013／14確定税額及び2013／14暫定課税額納付通知」の「課税所

得」欄による。 

※ 「Ｃ社平成25年12月期」③欄の金額は、乙39号証（28枚目）「利益及び法人税額の調整」の「控除対象の銀行利息収入」欄による。 

※ 「Ｃ社平成25年12月期」⑤欄の金額は、乙39号証（25枚目）「2013／14確定税額及び2014／15暫定課税額納付通知」の「2014／15

課税確定額（裏面の計算明細を参照）」欄による。 

※ 「Ｃ社平成26年12月期」①欄の金額は、乙40号証（28枚目）「利益及び法人税額の調整」の「税引前利益」欄による。 

※ 「Ｃ社平成26年12月期」②欄の金額は、乙40号証（26枚目）「2014／15確定税額及び2015／16暫定課税額納付通知」の「課税所

得」欄による。 

※ 「Ｃ社平成26年12月期」③欄の金額は、乙40号証（28枚目）「利益及び法人税額の調整」の「その他の収入」欄による。 

※ 「Ｃ社平成26年12月期」⑤欄の金額は、乙40号証（25枚目）「2014／15確定税額及び2015／16暫定課税額納付通知」の「2015／16

課税確定額（裏面の計算明細を参照）」欄による。 

※ 「Ｃ社平成27年12月期」①欄の金額は、乙41号証（30枚目）「利益及び法人税額の調整」の「税引前利益」欄による。 

※ 「Ｃ社平成27年12月期」②欄の金額は、乙41号証（28枚目）「2015／16確定税額及び2016／17暫定課税額納付通知」の「課税所

得」欄による。 

※ 「Ｃ社平成27年12月期」③欄の金額は、乙４１号証（30枚目)｢利益及び法人税額の調整｣の｢その他の収入｣欄による｡ 

※ 「Ｃ社平成27年12月期」⑤欄の金額は、乙４１号証（27枚目）「2015／16確定税額及び2016／17暫定課税額納付通知」の「2015／

16課税確定額（裏面の計算明細を参照）」欄による。 


